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おわりに

はじめに

日本とアメリカ合衆国（以下「米国」という）の裁判管轄法理は，その歴史的，

制度的な相違にもかかわらず，基本的判断枠組みにおいて近接傾向を示してい

る（I）。両者共に，被告と法廷地の聞の関連性の存否の判断と，特定の管轄原因

に基づく裁判権行使の相当性の判断とを区別する。すなわち，第1に被告と法

廷地の聞に関連がなければ裁判管轄は認められず，第2に関連があっても裁判

権行使が相当でない場合には，裁判管轄は否定される（2）。しかしながら，この

ように日米の裁判管轄法理は基本的判断枠組みにおいて類似性を示してはいる

が，具体的な管轄ルールにおいては相当の相違点が見られる。なかでも被告の

活動に基づく管轄原因（activity-basedjurisdiction) （以下では，「活動ベースの管轄」

という）を認めるか，それとも被告の恒久的拠点（営業所などの恒久的施設など）

や形式的な場所（履行地，不法行為地）を重視するかは，大きな理論的差異とい

える。

米国では，被告の活動に着目した“doingb田 iness”（継続的に事業を行うこと，

以下では「継続的事業活動」という）や“transactingbusiness" （事業を行うこと，

以下では「事業活動Jという）が重要な管轄原因として認められている。しかし，
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これらの管轄原因は，他国からは「過剰管轄」としてしばしば批判されてきた（3）。

最近でも，現実的活動を重視するか形式的場所を重視するかの対立は，ハーグ

国際私法会議における裁判管轄と外国判決に関する多国間条約作成作業のなか

で，妥協が困難な問題として浮かび上がってきているは）。

それでは，被告の現実の活動を重視する米国の裁判管轄ルールの考え方は，

日本や欧州に見られる形式的物理的な場所を重視する考え方と相容れないのだ

ろうか。この論文は，「民事及び商事に関する裁判管轄権及び外国判決に関す

る条約案J（以下では，「ハーグ条約案jという）を素材として，被告と法廷地の

関連を根拠づけるこれら2つの考え方を比較し，双方の歩み寄りの可能性を検

証することを目的とする。このため，まず1では米国管轄法理を，ハーグ条約

案作成過程における対立点を中心に明らかにする。条約作成過程における米国

の主張が，実際にどのような米国管轄法理に基づいているか，そして，欧州諸

国が過剰管轄とする部分はどこなのかを具体的に検証するためである。つぎに

2では1で明らかにした米国管轄ルールの観点から，条約案の規定はどのよう

に評価されるかを検討し，米国の主張の妥当性を具体的に検証する。 3では日

本法の視点を入れて，以上の対立点への対応についてどのような選択肢が可能

かを検討し，最後にこの条約案について日本がとるべき方向性を探ることにす

る。

1 米国の州裁判管轄ルール一一実質的管轄原因

(1) 活動ベースか拠点ベースか一一米国法と大陸法の対立

米国は， 1992年，ハーグ国際私法会議において，裁判管轄および外国判決に

関する多国間条約を作成することを提案した（5）。その後， 1994年からの特別

委員会におけるフイージピリテイ・スタデイを経て， 1999年10月には特別委

員会による「民事及び商事に関する裁判管轄権及び外国判決に関する条約準備

草案J（以下では「ハーグ条約準備草案Jという）( 6）の作成へとこぎつけた。しか

し，条約準備草案に対しては米国の強力な反対意見があったため（7），当初予定

されていた2000年秋の外交会議は延期され， 2回に分けて開催されることに

なった（8）。 2001年6月には第 l回の外交会識が開催されたが，議論は第2回



216 国際私法年報第4号（2002)

会議に持ち越されることか確実であったため，特別委員会において議論の米に

退けられた提案の多くが再度提案されることとなった（9）。第1回外交会議の

結果は，「暫定条文案」（以下では「ハーグ条約暫定条文案Jという）にまとめられ
た(JO）。

ハーグ条約案は，単に外国判決承認のための前提としての裁判管轄（間接管

轄）を定める条約（シングル条約）ではなく，各国の裁判所に訴訟が提起された

場合の管轄（直接管轄）自体を規律するルールをも含んだ条約（ダブル条約）を

めざしている。しかし，この直接管轄に関するルールをめぐって，現実的活動

を重視する米国と形式的場所を重視する大陸諸国の溝は深く，暫定条文案に関

する対立点のなかでも（ll）最も妥協困難な問題点となっている (12）。

第1に，普通裁判籍としての継続的事業活動による裁判管轄を禁止し，この

管轄に基づく外国判決の承認を拒絶すべきことを定める（ブラック・リスト化す

る｛ω）かどうか。米国は，米国の判例法で長らく認められてきた継続的事業活

動の管轄原因をプラック・リストからはずすことを求めている (14）。第2に，普

通裁判籍としての継続的事業活動をプラック・リスト化する見返りに，特別裁

判籍としての活動ベースの管轄をホワイト・リスト（判決が承認執行されるため

に必要充分とされる管轄原因）化できるかどうか。米国は，被告の「頻繁又は重

大な」活動について，請求がこの活動と直接関係している場合には，これを契

約およびつ不法行為事件の管轄原因とすることを主張している (15）。

米国の第Iの主張は，「継続的事業活動」（doingbusiness）に関する米国判例

に基づいていることは，「はじめに」で述べたとおりである。つぎに米国の第

2の主張は，州の裁判管轄ルールを定めた制定法（「ロング・アーム法」と呼ばれ

る(16））にしばしば見られる「事業活動（transactingbusiness) Jの管轄原因に根拠

をおいていることは明らかである。以下では，米国の主張の論拠を米国法から

内在的に検討し，欧州諸国の主張との対立点を明確にするために，（2）で米国の

州裁判管轄ルールの構造を示し，つぎにω）で普通裁判籍としての継続的事業活
動と何）特別裁判籍としての事業活動について概観する。
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(2) 米国の州裁判管轄ルールの構造

ケ）最小限の関連プラス合理性の2段階テスト

米国の州の裁判管轄ルールは，①州の裁判管轄に関する判例法および制定

法（「ロング・アーム法J）およびこの外枠を画する②合衆国憲法修正 14条の

デユー・プロセス条項に関する合衆国最高裁判所（以下では原則として「連邦最

高裁」というが，文脈によっては「合衆国最高裁」ということもある）の判例ルー

ルという 2つのレベルから成り立っている (17）。州の裁判管轄ルールは，外｜籍相

違を理由とする事件などでは，連邦の裁判所も拘束する (18）。

州のロング・アーム法には，①管轄の基礎となる個別の行為を列挙するもの

と(19），②裁判権は合衆国憲法の制限内で行使できるものとするなどと包括的

に規定するもの（20）および③両者の折衷型がある（21)0 しかし，たとえ①型の規

定方式をとっていても，②型に解釈する州（22）が増加している（お）。

州の裁判権行使が合衆国憲法修正14条のデュー・プロセス条項に違反しない

かどうかは，インターナショナル・シュー判決似）以降，連邦最高裁が発展させ

た次の2段階のテストで決定される（25）。すなわち，第1段階として，被告と法

廷地との聞に「最小限の関連」（minimumcontacts）があるか，第2段階として，

裁判権行使は合理的か（フェア・プレイと実質的正義の観念に合致するか）が判断

されるのである（26）。第2段階の合理性を判断するにあたっては，つぎのような

要素を比較考量すべきとされる。①被告の負担，②「紛争を裁判することにつ

いての法廷州の利益」，③「便利で効果的な救済を受ける原告の利益J，④「争

いの最も効果的解決を図るについての州際司法制度の利益」および⑤「基本的

実体的な社会政策を促進するについての各州の共有する利益」問。

付） 州の裁判管轄原因

各州で認められている裁判管轄原因は，日本でいう普通裁判籍にあたる一般

管轄（generaljurisdiction）の基礎と，特別裁判籍にあたる特別管轄（specific

jurisdiction）の基礎とに区別される（お）。米国における国際的な事件が集中する

ニューヨーク州の裁判管轄ルール（ニューヨーク州民事手続法及び規則（NewYork 

Ci'羽1Practice Law and Rules），以下では「ニューヨーク民訴法jという）を例にとれ

ば，次のように，一般管轄は伝統的な判例法で定められており，特別管轄はロ
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ング・アーム法に規定されている。

第lに，ニューヨーク州民訴法301条は，「裁判所は，人，財産又は身分につ

いて，従前から行使してきたように裁判権を行使することができる。」と規定し

て，従来の判例法で認められてきた一般的な管轄原因を継続させている。この

規定によって効力を維持されることとなった管轄原因とは，所在，同意，住所，

および継続的事業活動（doingbusiness）である。

ニューヨーク州民訴法302条は，特別管轄について，次のように定める。

ニューヨーク州民事手続法及び規則302条

(a）管轄の基礎となる行為裁判所は，この条に掲げるいかなる行為から生じる訴

訟原因についても，非居住者，遺言執行者又は遺産管理人に対して，直接又は代理

人を通じて，対人的裁判権を行使することができる。

1.州内で事業活動を行うこと（trar闘 ct(s）釦ybusiness）又は州内で物品若し

くはサーピスを供給する契約をどこであろうと締結すること

2.州内で不法な行為を行うこと（cormnit(s）山巾O田act)（ただし，その行為

から生じる名誉鍛損に係る訴訟原因はのぞく）

3.州外で不法な行為を行ない州内で損害が発生（伺出泊gi羽田y）している場合

において，つぎに掲げるいずれかの事由があるとき（ただし，その行為から生じる

名誉設損に係る訴訟原因はのぞく）。

(i)州内において，継続的に事業をするか若しくはこれを勧誘すること

(regi.血rlydoes or solicits b田泊ess），その他反復的に行為を行うこと又は物品の

使用，消費若しくはサーピス供給によって相当の利益を得ている（derive(s)

substantial revenue）こと

ω州内での結果発生についての合理的な予見可能性があり（expector should 
reasonably expect），かつ，州際又は国際通商により相当の利益を得ている

(derive(s) subs凶制revenue）こと

4. ［以下省略］

(3) 普通裁判籍としての継続的事業活動

ニューヨーク州において，判例法上の継続的事業活動は，州内で継続的な事

業をするための適切な認可（license）を受けていない外国法人に対する一般管轄
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の基礎とされる（29）。すなわち，被告が州内で実際に継続的事業活動を行ってい

ることが認められた場合には，被告に対するあらゆる請求について一般的に裁

判管轄が認められる。継続的事業活動の考え方は，被告の所在（presence）とい

う裁判管轄の伝統的な基礎の存在を根拠づけるものとして，判例法が発展させ

たものであり，ニューヨーク民訴法302条に掲げられたロング・アーム法が定

める特別裁判籍とは区別される佃）。他州でも同様の発展により，一般管轄とし

ての継続的事業活動と特別管轄としての単なる事業活動とは区別されることに

なった（31)。

ケ）継続的事業活動とデュー・プロセス

他方，法廷地における「被告の所在Jは，州裁判権拡張の契機となった連邦

最高裁のインターナショナル・シュー判決閣によって，「最小限の関連Jとい

う基準に発展させられた。インターナショナル・シュー判決は，被告が法廷地

州に所在しているといえない場合であっても，被告と法廷地州にデュー・プロ

セスに反しない程度の「最小限の関連」があれば，その州は裁判権を行使する

ことができると判示した刷。この判決は，州際的取引や州聞の人の移動が盛ん

になるとともに，被告の所在や継続的事業活動が認められない場合にでも州の

裁判権行使を許容するものとして，イリノイ州をはしりとするロング・アーム

法制定の根拠となった刷。しかし，同じインターナショナル・シュー判決が，

その後の最高裁判例によって，被告と法廷地州の聞に最小限の関連がない限り，

州の裁判管轄は認められないとする「制限的ミニマム・コンタクツ理論Jに発

展させられ（35），前述の関連と合理性の2段階テストに集約されていった。

以上のように，米国連邦最高裁の判例は，州内における被告の物理的な所在

に対する領域主権による支配という発想から，被告の現実的活動と法廷地の関

連に着目した「許容的ミニマム・コンタクツ理論J，これを契機とするロング・

アーム法による州権拡張，拡大し過ぎた州の裁判権を最高裁が制約するための

「制限的ミニマム・コンタクツJ，そして2段階テストによる精般化へと，米国

の経済および社会の変化にあわせて発展させられてきた。これを言いかえれば，

米国の州裁判管轄ルールは，連邦最高裁による判例ルールの発展によって，社

会の変化に対する柔軟性を備えたものとなっているといえよう。
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インターナショナル・シュー判決以降，連邦最高裁が州の一般管轄を認めた

唯一の先例は，現在までのところ1952年のパーキンス判決だけである。連邦最

高裁は，この判決において｛お｝，フィリピン法を設立準拠法とし，同地で鉱山採

掘等を業としていた会社について，被告が法廷地であるオハイオ州において組

織的で継続的（systematicand con出 uous）な活動（37）を行っている以上（被告フィ

リピン法人は，鉱山や採掘施設などを戦争によって占領されたフィリピンに残して，

社長はオハイオ州に引き上げてしまっていた。オハイオ州の社長宅や事務所では重

役会が何回か持たれ，その他企業活動再開のための活動がなされていた。），訴訟原因

が被告のオハイオ州における活動とまったく関係のない取引から生じた場合で

あっても（原告は被告会社の株主であったが，配当金の不払いと，株券の発行がされ

なかったことを理由に，配当金請求等を求めてオハイオ州で訴を提起していた），州

はデュー・プロセスに違反しないで裁判権を行使できると判示した。

これに対して， 1984年のヘリコプテロス判決（不法行為による損害賠償請求事

件）側は，原告の請求は法廷地であるテキサス州における被告コロンピア法人

の活動に起因していないし，関係もしていないので，テキサス州が裁判権を合

憲的に行使するためには，被告と法廷地州との関連がパーキンス判決で認定さ

れたような継続的で組織的な一般的な事業上の関連に該当することを要すると

ころ，被告とテキサス州との関連はデユー・プロセス条項による要件を充足し

ないので国），州のロング・アーム法による被告に対する裁判権行使は憲法違反

だとした。

以上に対して，被告の法廷地での活動が一般管轄を基礎づけるに至らない場

合でも，訴訟原因がその活動から生じているときには，州の特別管轄が認めら

れる。実際のところ，インターナショナル・シュー判決およびそれ以降の連邦

最高裁の判決は，パーキンス判決をのぞいて，すべてが特別管轄に関するもの

であった刷。したがって，州内における継続的事業活動が認定できれば，イン

ターナショナル・シュー判決の最小限の関連のテストは充足されるのであり（41),

それ以降の特別管轄に関する最高裁判例ルールの適用は受けないとも考えられ

る。

ところで， 1985年のパーガー・キング判決および1987年のアサヒ・メタル
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判決（42）は，最小限の関連判断と合理性・フェアネスの判断からなる2段階テス

ト（ω伺）を明確に提唱した。この合理性・フェアネス・テストが継続的事業
活動の場合にも適用されるとすれば，継続的事業活動の存在が認められ，これ

が最小限の関連テストを充足している場合であっても，継続的事業活動に基づ

く裁判権の行使が「フェア・プレイと実質的正義の観念Jに反すると判断され

る場合があることになる刷。

以上のことから，継続的事業活動に基づく裁判権行使が合衆国憲法上自動的

に許容されているわけではなく，最小限の関連あるいは合理性・フェアネスの

テストによって制約されるべきものであることがわかる刷。

Lイ） ニューヨーク州の判例法

前述のニューヨーク州における継続的事業活動の基準は，州の最上級裁判所

によって次のように説明されている倒。外国法人である被告が，州内の所在

(presence）を認めるに充分な程度の「継続的で組織的J(continuous and system-

atic）な“doingb山首1ess”を営んでいる場合には，その被告はニューヨーク州

で一般管轄に服することになる。継続的事業活動かどうかのテストは単純で実

際的なものであり，その適用は各々の事件の特定の事実関係によって変わるべ

きものである。外国法人が州内に所在していると認定するためには，所在が不

定期なものであったり偶然のものであったりしてはならず，「相当程度の恒久

性と継続性」（afair me鎚町eof permanence and contin凶ty）を備えたものである必

要がある刷。

ニューヨーク州の継続的事業活動の管轄原因が「過剰」であるといわれるの

は，次のようなケースの場合である（47）。フラマ一対ヒルトン・ホテル事件は（48),

英国ヒルトン・ホテルで転倒・負傷した客が，ホテルを経営する英国法人を相

手にしてニューヨーク州の裁判所で提起した損害賠償請求訴訟であった。

ニューヨーク州の最上級裁判所は，代理人（agent）であるヒルトン・リザベー

ション・サーピスが被告のためにニューヨーク州で行った活動は，被告の

ニューヨーク州での所在（presence）を根拠づけるものであるとして，州におけ

る継続的事業活動に基づく裁判管轄を認めた。

リザベーション・サーピスは，被告会社の一部門ではなく，被告との聞に代
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理店契約も存在しなかったが，被告と共に他の被告ら（デラウェア｝州法人）に

共同で所有されていた。裁判所は， 1）ザベーション・サーピスが，旅行代理店

との密接な連携を提供するために設立されたこと，認可された販売店や旅行業

者のための予約料金が用意されていること，およびどこのヒルトン・ホテルに

ついても空室状況を無料で直ちに確認できることを宣伝したことが，州の先例

であるブライアン対フィンランド国営航空判決（49）が示す継続的事業活動の基

準に合致するという。加えて，リザベーション・サーピスが自ら被告ホテルで

の予約を受け付けたり確認したりしている点は，ブライアン判決の飛行機会社

のオフィスでも認められなかった事実であると指摘した。

継続的事業活動の判断は，ニューヨークの州裁判所が「各々の事件の特定の

事実関係によって変わる」と認めるように，その結果をあらかじめ予想するこ

とは困難である。一旦継続的事業活動ありと認められれば，その活動と無関係

の請求についても裁判できるというのであるから，被告の予見可能性は低い。

この管轄原因に基づく裁判権行使が，合衆国憲法上の最小限の関連プラス合理

性のテストに服するとしても，前述のように，最小限の関連テスト自体が社会

変化に柔軟に対応できる総合的な判断側であるから，このことが管轄の安定性

を高めるとはいえない。もっとも，ニューヨーク州は，一般的に合衆国憲法の

許容する限度までは裁判権を行使していないといわれる（51)。一般管轄につい

ても，ニューヨーク州が採用する“do加gb田副田S”の判断基準は，「相当程度

の恒久性と継続性Jのある「継続的で組織的」な活動というものであり，これ

はデュー・プロセス条項の許容範囲に余裕で収まると主張されている倒。

何）特別裁判籍としての事業活動

ニューヨーク州民訴法302条は，州の特別管轄を定めるロング・アーム法で

あるが，一般管轄の場合と同様に，これも合衆国憲法の許容限度まで裁判管轄

を広げるものではないと解されている倒これに対して，州によっては，州裁判

権は合衆国憲法の制限内で行使できると規定したり，ロング・アーム法で個別

の管轄規定を定めていても，判例がそれらの規定を合衆国憲法の制限一杯まで

裁判権を及ぼす趣旨であると解釈したりする傾向にあるのは前述したとおりで
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ある｛臼）。州裁判管轄ルールが合衆国憲法上の管轄制限ルールと同じ広がりを

持つのであれば，連邦最高裁の判例法理とは別個に州のロング・アーム法の規

定を検討する意味は少ない。反対に，ニューヨーク州のような場合には，州法

によって裁判管轄が否定されれば，合衆国憲法上の判断をする必要がないので，

州の裁判管轄ルールを独立して検討する価値がある。

そこで，ニューヨーク州の特別管轄原因を概観してみることにしよう。主要

な管轄原因は，ニューヨーク州民訴法302条（a）に掲げられている契約と不法行

為関連の管轄原因である。契約および不法行為の管轄に関しては，ハーグ条約

暫定条文案においても，活動ベースの管轄原因を入れるかどうかをめぐって，

複数の対立する案が示されている倒。

例契約に関する管轄

契約に関する活動ベースの管轄原因の中心は，州内における事業活動

“transaction of business”であり，継続的事業活動“doingbusiness，，が認めら

れない事件に州の裁判権を及ぼすことのできる管轄原因として，イリノイ州を

皮切りに，各州のロング・アーム法で採用されたものである価）。ニューヨーク

州民訴法では302条（a)1の前段が州内で事業活動を行うことを管轄原因として

定めている（前掲（2））。

(a) 意図的利用

シュウォルツ事件は（57），ナH内における事業活動“transactionof business＇’に

関する典型例である。これは，マサチューセッツ州の居住者である被告が，

ニューイングランドにおける原告の販売代理店の地位を得るために 1日だけ

ニューヨークを訪問し，そこで原告との面接と交渉を経て長期契約を締結した

のち，マサチューセッツ州に帰って数年にわたって契約を履行したところ，原

告からコミッションの取りすぎを理由にニューヨークで訴えられたケースであ

る。シュウォルツ事件では，次の理由で，被告の1日だけのニューヨーク訪問

が，事業活動と認定された。第1に，原告主張の契約違反はニューヨーク州で

は生じていないが，そこで開始された活動に起因していたのである。第2に，

「被告が［ニューヨーク］州で活動する特権を意図的に利用し，もってわが法の

恩恵と保護を引き出したJことによって，デユー・プロセスの要件は充足され
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たのである倒。第2の理由は， 1958年の連邦最高裁のハンソン判決（59）が明ら

かにした，「意図的利用J(purposeful ava血n四 t）の基準に従ったものである。

契約に関する州内における事業活動“tr.釦 S前回onof business”について，連

邦最高裁が直接判断したケースはない。なぜなら，州裁判管轄に関する連邦最

高裁の判例においては，州の裁判権行使の合憲性が判断されており，州のロン

グ・アーム法自体の合憲性やその規定解釈は直接問題とされないからである。

インターナショナル・シュー以降，連邦最高裁が契約に関する裁判管轄につい

て判断したケースは2つだけである。

（ω 単独の契約と実質的関連性
1957年のマツギー判決は佃），ニューヨーク州のロング・アーム法の制定以前

の判決である。保険契約者の遺族が保険金支払を求めて保険会社を訴えたこの

事件で，連邦最高裁はカリフォルニア州による裁判権行使を合憲とした。マッ

ギー判決は，被告がカリフォルニア州民に対して保険証書を郵送したこと，保

険料がカリフォルニア州から被告のテキサス州本店へ送金されていたこと，原

告は保険契約者の母親であったこと，被告はカリフォルニア州に営業所も代理

店も置いていないこと，被告がカリフォルニア州では本件契約以外には保険の

勧誘も事業もしていないことなどを重要な事実として掲げ，次のように判示し

た。「デユー・プロセスの目的のためには，その州と実質的な結びつき

(subs刷出Iconnection）を有する契約に当該訴訟が基づいていた，というだけで

充分である」刷。

マツギー判決は，最小限の関連と合理性・フェアネスの考慮とを区別する最

近の2段階説とは異なり，前述の事実の摘示からもうかがえるように，むしろ

法廷地と被告との関連を州の利益によって根拠づけようとしている。すなわち，

「カリフォルニア州は，保険会社が保険金支払いを拒絶した場合に，自州民に対

して効果的な救済を与える明白な利益を有するJというのである。現在の2段

階説ならば，法廷地と被告との関連は，①被告がカリフォルニア州民に対して

保険証書を郵送したことおよび②保険料がカリフォルニア州から被告のテキ

サス州本店へ送金されていたことしかないといえる。

マッギー判決は，事案の特殊性は捨象されて（62），被告の州内における事業活
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動“transactionof bus恒ess”のような，単一の活動に基づく管轄原因を，特定

の訴訟原因に関する限り，憲法上正当化するものとして評価されている。言い

かえれば，インターナショナル・シュー判決によって被告による州内の所在に

代えて最小限の関連があればよいことになり，マツギー判決によって最小限の

関連は単一の契約のようなわずかな活動でもよいということになった。この2

つの判決によって，州に所在する被告に対する送達の代わりに，州の外にいる

被告に対する送達を前提とするロング・アーム法が正当化されることになった

のである｛印。

(c) 意図的仕向け行為

契約に関する第2の連邦最高裁判決はパーガー・キング判決である刷。この

事件では，フロリダ州に本部を置くフランチャイザーが，ミシガン州のフラン

チャイジー（特約店）に対して，フロリダ州所在の連邦地裁に｛岡，フランチャ

イズ契約違反による損害賠償や商標権・サーピスマーク侵害による差止め等を

求めたものである。この事件では，フロリダ州のロング・アーム法による裁判

権行使が合憲と判断された。最高裁は，被告が自分の活動を法廷地の居住者に

「意図的に仕向けJ(purpose釦1lydirected）ており，訴訟がその活動に「起因して

いるか関係している」（ariseout of or relate ω）場合には，被告を特別管轄に服

させてもデユー・プロセスに反しないと判示した倒。

パーガー・キング判決は，被告が意図的に法廷地州に最小限の関連を成立さ

せたかどうかを判断するためには，従前の交渉経過と目指された結果，契約条

項および当事者の実際の取引経過といったファクターが評価されるべきだとい

う。従前の交渉経過と結果について，次のようにいう。

被告はフロリダ州に営業所を有しないし，訪れたこともない。しかし，本件

フランチャイズ紛争は「その州と実質的な関係を有する契約Jから直接に生じ

たものである（マツギー判決）。被告は，独立したローカルな企業であるよりも，

ミシガンから手を伸ばしてフロリダ州の会社と交渉することで，長期フラン

チャイズ契約の獲得と全国的組織と提携することによる多様な便益をねらった

のである（67）。

パーガー・キング判決では議論されることはなかったが，そこでフロリダ州
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の裁判管轄の基礎とされたのは，ロング・アーム法の「州内で物品・サーピス

を供給する契約」に関する規定であった｛倒。前掲ニューヨーク州民訴法302条

例1も，「州内で物品又はサーピスを供給する契約をどこであろうと締結する

ことJを定めている。この管轄原因は，文言からも明らかなように，契約締結

地がどこであろうと，州内で物品またはサーピスを供給することに合意したこ

とに重点がある。なぜなら，被告は州で物品またはサービスを供給することを

契約することによって，ニューヨークの商業市場から利得することを意図的に

求めたのであって，そのような被告は，不完全履行や無履行のためにニュー

ヨークで訴えられるかもしれないことを合理的に予期できるからである倒。

このように，ニューヨーク州民訴法302条例1の定める管轄原因にとって，

物品またはサーピスを供給すべき地として合意した場所がニューヨーク州であ

ることが最重要ということになる。すると，これは契約の義務履行地の考え方

に類似しているといえる。もっとも，前述のように，最高裁の判例レベルでは，

被告の活動が法廷地に「意図的に仕向け」られたかどうか，または被告が法廷

地で活動する特権を「意図的に利用しているJ(purposefully avails itself）かどう

かが問題とされる。つまり，「契約」の履行に関係した被告の行為に限らず，被

告が意図的に法廷地と「最小限の関連」を成立させたかどうかが，「事前の交渉

経過と意図された結果，契約条項および当事者の実際の取引経過」というフア

クターの評価によって決定されるのである。

付）不法行為に関する管轄

(a）訴訟地の予見可能性と意図的仕向け行為

被告の行為が法廷地に意図的に仕向けられたものかどうかという基準は，不

法行為や製造物責任事件においても適用される。たとえば，ワールドワイド・

フォルクスワーゲン判決では（70），次のような事実関係のもとで，ニューヨーク

州民訴法302条（a)3 (i) （州外での不法な行為による州内での損害発生＋州内での物

品使用・消費若しくはサーピス供給から相当の利益を得ていること）と同様のオクラ

ホマ州法（71）による裁判権行使が，デュー・プロセスに反しているとして否定さ

れた。

ニューヨーク州民であった原告が，ニューヨーク州で被告ディーラーから車
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を購入してアリゾナ州に向けて移動中，オクラホマ州で別の車に追突され火傷

を受けた。原告は火傷は被告製造者のデザイン等の欠陥に起因するとしてオク

ラホマ州地方裁判所に製造物責任訴訟を提起。連邦最高裁では，共同被告のう

ち，ニューヨーク法人であるディストリピューターとディーラーに対する裁判

権行使の合憲性が問題となった。

連邦最高裁は，被告と法廷地との唯一の関連は，車が州内で事故に会ったと

いう偶然の事情だけであるという。これに対して，原告は，自動車は本来的に

機動性を有するのだから，本件自動車がオクラホマで事故を起すことは「予見

可能」（“foreseeable”）であったと主張する。しかし多数意見はこのような広い予

見可能性を認めず，次のようにいう。

デユー・プロセスに関わる分析に重要な予見可能性とは，製品が法廷州にともかく

はいり込むであろうという単なる見込（likelihood）ではない。ぞれはむしろ被告の

行為およひ苛皮告と法廷地との結ぴつきが，その州の裁判所に引き出されることを合

理的に予期できる程度（suchthat he should re鉛onably加.ticipatebeing haled into 

court there）のものかどうか，ということなのであるべ

最高裁は，法人が「法廷州で活動を行う特権を意図的に利用した」場合は，

訴訟地についての合理的な予見可能性と訴訟リスク軽減可能性があるという。

具体的には， H・H ・－－］製造者やディストリピューターのー製品の販売が単に孤

立した出来事ではなく，他のいくつかの州のマーケットに直接的にせよ間接的

にせよ供給しようとする努力に起因するような場合，もしその欠陥製品がそれ

らのー州で製品の所有者もしくは他人に傷害を与えた原因であれば，そこで応

訴を強いることは不合理なことではない。J側被告が「法廷地で消費者に購入さ

れることを予期して商品を流通においた場合には」裁判権行使はデュー・プロ

セス違反とはならないが，消費者が被告の商品を法廷地に持ち込んだ場合は，

法廷地との最小限の関連は認めるべきでないのである（74)0 

ワールドワイド・フォルクスワーゲン判決の判旨前段部分，すなわち被告が

「法廷地で消費者に購入されることを予期して商品を流通においた場合には」
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裁判権行使はデュー・プロセス違反とはならないという部分は，連邦下級審や

州裁判所の判例で発展させられた「通商の流れ理論」（Streamof Commerce 

’Theory) <75＞』こ属する。ワールドワイド・フォルクスワーゲン判決は，判旨の後半

部分で，消費者が被告の商品を法廷地に持ち込んだ場合は，法廷地との最小限

の関連は認めるべきでないと述べて，通商の流れ理論にー定の制限を加えた。

しかし，下級審判例は，具体的にどのような行為があればデュー・プロセス上

の最小限の関連があったといえるのかについて見解が一致しておらず，ワール

ドワイド・フォルクスワーゲン判決によっても「通商の流れ理論Jの輪郭はい
まだ明確にされていないといわれる（76）。

（ω通商の流れ理論と 2段階テスト
この「通商の流れ理論」をめぐる見解の相違は，アサヒ・メタル判決聞にお

いて連邦最高裁の意見を2つに分けることになった。製造物責任訴訟であるア

サヒ・メタル事件では，法廷地と被告との聞に最小限の関連があるかどうかに

ついて「通商の流れ理論Jの解釈が2つに分かれたが，カリフォルニア州の裁

判権行使については裁判官の全員一致で不合理だと判断された（2段階テス

ト｛初）。この事件では，裁判権は州と合衆国憲法の制限内で行使できると規定

する（前述1(2)参照）カリフォルニア州の裁判管轄が問題となった。

事案は次の通りである。カリフォルニア州での追突事故で重傷を負ったオー

トパイの運転者が，タイヤチュープの製造者である台湾会社らを相手にカリ

フォルニア州上位裁判所で製造物責任訴訟を提起した。製造者は，他の被告お

よびタイヤチュープ部品製造者である日本法人アサヒ・メタルに対し，求償請

求をした。本訴原告と製造者およびその他の被告との聞に和解が成立し，本訴

原告は訴訟から脱退したので，製造者の被告アサヒ・メタルに対する求償訴訟

だけが残った。

第1に，最小限の関連について，「通商の流れ理論」の要件を厳格に解するオ

コーナー（0’Connor）裁判官らは，カリフォルニア州最高裁が採用した，被告

が商品を流通の流れに置いたという行為のみを根拠として裁判権行使を許容す

る立場を否定し，被告の行為が意図的に法廷地州に仕向けられている

(p田posefullydir町民dtoward the forum State）こと杭店、要だとして側，法廷地と被
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告との聞には最小限の関連がないと結論する刷。これに対して，「通商の流れ

理論Jの要件を緩やかに解するプレナン（Brennan）裁判官は，州裁判権の行使
がデユー・プロセスに合致するためには，被告が商品を流通の流れに置いたと

いう行為のみで充分であり，それ以上の付加的な行為は要件とされないとして，

最小限の関連の存在を肯定する（81）。

第2に，裁判権行使の合理性の判断について，オコーナー裁判官は，ワール

ドワイド・フォルクスワーゲン判決の示した前述の5つの要素を評価すべきだ

という｛制。

具体的には次のような事情が考慮された。

製造者である台湾会社は，アサヒ・メタルに対する求償請求を，台湾や日本

ではなくカリフォルニアでする方が便利であるということを立証していない。

原告がカリフォルニアの居住者ではないことは，カリフォルニアが訴訟につい

て有する正当な利益を減少させている。州最高裁は，州の安全基準を道守させ

ることによって消費者を保護する正当な利益があるというが，台湾会社とアサ

ヒ・メタルとの紛争は，安全基準よりも求償に関するものである。さらに，求

償問題にカリフォルニア州法が適用されるかどうかも現時点では明らかではな

u、。
オコーナー裁判官は，さらに次のように続ける。ワールドワイド・フォルク

スワーゲン判決は，裁判所に「各州のJ利益を考慮することを求めた。この説
示は，本件においては，裁判所がカリフォルニア裁判所の裁判権行使によって

影響を受ける他の国家の手続的および実体的利益を考慮することを求める。

「これらの利益と政府の対外政策に関する連邦の利益は，個別のケースにおけ

る裁判権行使の合理性を注意深く検討することと，原告および法廷地州のわず

かな利益を外国の被告に対する深刻な負担に優先させないようにすることに

よって，もっともよくかなえられるといえる。『対人管轄権についてのわれわ

れの考え方を国際的場面に拡張するときには，細心の慎重さと自制を働かせな

ければならない。』」（紛。

オコーナー裁判官は，以上のように，国際的な背景，外国の被告への大きな

負担，そして原告と法廷地州のわずかな利益を考慮すると，カリフォJレニア州
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裁判所が本件においてアサヒ・メタルに対して対人管轄権を行使することは不

合理であり不公正であると結論した刷。もっとも，オコーナー裁判官は厳格な

通商の流れ理論をとったので， 2段階テストの第1段階で最小限の関連がない

と判断していることは，前述の通りである。

これに対して，プレナン裁判官は，通商の流れ理論の解釈およびアサヒ・メ

タルはカリフォルニア市場を意図的に利用していないというオコーナー裁判官

の結論には反対しながら，本件における裁判権行使は「フェア・プレーと実質

的正義に合致しない」という結論には賛成している。すなわち，緩やかな通商

の流れ理論をとったので， 2段階テストの第1段階では最小限の関連ありとい

う判断をしながら，第2段階の判断で裁判管轄なしとしたのである。

アサヒ・メタル判決の2つの意見を合わせて読めば，この判決では2段階テ

ストは結果としてつぎのように機能していることがわかる。すなわち，第l段

階の最小限の関連が認められなければ，第2段階の合理性・フェアネス・テス

トによる判断をするまでもなく，州の裁判権行使は合衆国憲法上，許容されな

い。これに対して，第1段階の最小限の関連が認められた場合であっても，第

2段階の合理性・フェアネス・テストに合格しないと，州の裁判権行使は否定

される。

や） 州内での継続的事業等

ところで，ワールドワイド・フォルクスワーゲン判決で問題となったオクラ

ホマ州のロング・アーム法は嗣，州裁判管轄の基礎として，州外の作為・不作

為によって州内に不法な損害を発生させ，その損害から請求が発生している場

合において，州内での物品使用・消費若しくはサーピス供給から相当の利益を

得ていることを掲げていた。これは，ニューヨーク州民訴法302条（a)3 (i)の規

定する「州外での不法な行為による州内での損害発生＋州内での物品使用・消

費若しくはサーピス供給から相当の利益を得ていること」（前掲（2)）と同じであ

る。

連邦最高裁はワールドワイド・フォルクスワ｝ゲン判決において，被告は法

廷地で使用される商品や供給されたサーピスにより相当の利益を受けたという

原告の主張に対して，次のように否定的に答える。
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被告が法廷州との付随的関係（collateralrelation）から得る財政的利益（fin叩 cial

benefits）は，憲法的に認知し得るような法廷州との関連（aconstitutionally co・

8由ablecontact）から派生したものでなければ，裁判管轄権を理由づけるものとは

ならない。〔…〕被告の製品がオクラホマでも使用できるという事実からいかなる

付帯的利益を得ょうと，それは被告に対する州の対人管轄権の行使を正当化するに

はあまりに希薄な関連でしかない｛筋｝。

しかしながら，ニューヨーク州法は，問題となる州内での不法な損害（文言

上は単なる「損害Jとなっている）が被告の州内活動から得る利益から生じるこ

とを要求していないと解されている。すなわち，被告の州外での行為によって

州内で不法な損害が発生Lたという事実があれば，被告がそれとは無関係に州

内で相当な利益を得ているという事実（たとえば，被告の売り上げのlパーセント

がニューヨークで上げられており，その金額が900万ドルである場合）と組み合わさ

れて，州の裁判管轄を根拠づけるとされるのである刷。

ニューヨーク州民訴法302条（a)3 (i)ではさらに，被告の州外での行為によっ

て州内で不法な損害が発生したという事実が，①継続的に事業をするかまたは

②これを勧誘すること（regularlydoes or solicits business），もしくは③その他反

復的に行為を行うことと組み合わされて裁判管轄の基礎とされている。この場

合の継続的事業（reg叫arlydo泊gbusiness）は，伝統的な一般管轄の基礎である

継続的事業活動（do泊gbusiness）よりも少なくてよいが，ニューヨーク州民訴

法302条例lの単発的な事業活動（transac出gany business）＜槌）より以上の活動が

必要であるとされる（鈎）。

(d) 予見可能性プラス州際・国際通商利益

ニューヨーク州民訴法302条刷3(ii)は，州外行為が州内で損害を発生させた

場合に，以上の302条件.）3 (i)の州内における継続的事業活動の代わりに，①州

内での結果発生についての合理的な予見可能性があり（expector should 

reぉonablyexpect），かつ，②州際又は国際通商により相当の利益を得ている

(derive (s) substantial revenue）ことが認定されれば，州の裁判管轄を認める（（2)

何））。予見可能性プラス州際・国際通商利益の要件を充足すれば州の裁判管轄を
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認めるというルールは，明示的に排除されている名誉段損の場合をのぞき，不

法行為事件で活用されており，とりわけ製造物責任訴訟では頻繁に利用される

（卯）

ニューヨーク州控訴裁判所（最上位裁判所）は， 2000年のラマーカ判決（91）に

おいて，同条302条（a)3 UDの要件および合衆国憲法上のデュー・プロセスの関

係を明確に示した。ラマーカ判決は，ニューヨーク市ナイアガラの職員がテキ

サス州法人を相手に，被告製造の欠陥のあるゴミ積載装置を装備したゴミ収集

車から落下して負傷したと主張して，州裁判所に製造物責任訴訟を提起した事

件である。

被告はパージニア州に製造工場を保有していたが，ニューヨーク州には財産，

営業所，電話番号や従業員も有していなかった，しかし，ニューヨーク州には

販売会社と地区代表者を有していた。約1,825万ドルの売り上げ収入のうち，

約52万ドJレをニューヨーク地域から得ていた。被告は，全国的な業界雑誌に広

告を掲載していた。問題の積載装置は被告からニューヨーク州販売会社に販売

され，そこからナイアガラに販売されていた。その送り状と最終検査シートに

は，後部積載装置がナイアガラ向けであることが記載されており，別の文書に

はニューヨーク向けの補足情報が記載してあった。

ラマーカ判決は，ニューヨーク州民訴法302条（a)3 fii)に関する5つの要件を

次のように整理する。①被告が州外で不法な行為をしたこと，②訴訟原因が

その行為から生じたこと，＠その行為が州内の人または財産に損害を与えた

こと，④その行為が州内で結果を発生させることについて被告が予期してい

たか，当然予期すべきであったこと，⑤被告が州際または国際通商から相当の

利益を得ていること。①から③までは争いがない。判決は④について，争われ

ている損害を招致した特定の事件を予見するする必要はないとして，送り状や

文書の記載がこの要件を充足するという。⑤の州際・国際通商による利益に関

する要件については，被告が州際的事業を営んでいたことを認定しながら，こ

の要件は被告の全国雑誌への広告とニューヨーク州における販売額だけから明

らかであるとした｛ω。

ラマーカ判決は，デユー・プロセス条項の判断においては，最小限の関連お
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よびフェア・プレイと実質的正義の両方の基準が最高裁の判例法に示されてい

るとして， 2段階説の立場で判断している。第lに最小限の関連について，判

決は，連邦最高裁のワールドワイド・フォルクスワーゲン判決を引用しながら，

つぎのような基準を明らかにする。被告の行為および被告と法廷地との結びつ

きが，「その州の裁判所に引き出されることを合理的に予期できる程度のもの

かJ，被告が「法廷州で活動を行う特権を意図的に利用したjかどうか，「製造

者やディストリピューターのー製品の販売が単に孤立した出来事ではなく

[ ...... ］，他のいくつかの州のマーケットに直接的にせよ間接的にせよ供給しよ

うとする努力に起因するような場合jかどうか倒。州の最高裁にあたる州控訴

裁判所は，これらの基準を適用して，本件被告は，自分が招致したニューヨー

ク州との関連が，この訴訟を防御することになる見込みを高めることを，当然

予想できたはずであると結論した。

第2に，ラマーカ判決は，フェア・プレイと実質的正義の判断について，こ

れは「なにが合理的か」を問うことに等しいとして，連邦最高裁のアサヒ・メ

タル判決が示した利益衡量テスト酬を適用する（95）。そして，日本法人である

被告アサヒ・メタルとテキサス法人である本件被告製造者を比較し，アサヒは

台湾の会社と取引をしたのに対して，本件被告はパージニアに製造工場を持ち，

ニューヨークの販売会社を利用したこと，ニューヨーク州は本件原告である

ニューヨーク居住者に法廷地を提供する利益があるが，アサヒ・メタル事件で

は台湾法人から日本法人への求償訴訟であったことなどを理由に，本件におけ

る州の裁判権行使はフェア・プレイと実質的正義に反しないと結論した。

予見可能性プラス州際・国際通商利益のルールを日本企業に適用したケース

に，連邦控訴裁判所のカーナン判決（%）がある。原告は，ニューヨークの会社で

従業員として印刷用プレス機械を操作中に負傷したとして，機械の販売会社

（ペンシルパニア法人）に対して製造物責任訴訟を提起したところ，被告販売会社

が使用者である会社と製造者である日本法人ナピタスに求償請求をしたので，

日本法人が州の裁判権行使を争った。ロング・アーム法上の争点は，ナピタス

が自らの行為（州外での）が州内で結果を発生させることを予見しまたは合理的

に予見すべきであったかが争点となった。
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連邦控訴裁判所は，①被告販売会社はナピタスとの独占的販売権契約（ナピ

タスの機械を特定のアジア 17カ国以外のどこでも販売する権利と製品開発情報およ

び価格情報の交換について定めていた）にしたがって原告の使用者に問題の機械

を販売した，＠ナピタスの社長の宣誓供述書によれば，ナピタスは販売会社が

問題の機械をペンシルパニア州かその他の州に転売するであろうという一般的

な認識を持っていたという事実により（97），ニューヨーク州民訴法302条（a)3 G.D 

の合理的な予見可能性の要件は充足されると判示した。

カーナン判決でも，デュー・プロセスが州裁判権行使を許容するかが，最小

限の関連と合理性の2段階テストで判断された。まず，最小限の関連は，ナピ

タスが独占的販売権契約によってニューヨークで事業を行う特権を意図的に利

用した事実によって認定された。つぎに合理性の判断は，①被告の負担，②

法廷州の利益，③原告の利益，④州際司法制度の利益および⑤各州の共有す

る利益の考量によって行われた倒。そのうち，①は日本法人に有利に，②から

④までは裁判権行使に有利に，⑤はどちらでもないとして，本件における裁判

権行使は「フェア・プレイと実質的正義の伝統的観念」に反するものではない

とされた。

2 米国法からみたハーグ条約案

1で概観した米国の州裁判管轄Jレ｝ルからみれば，ハーグ条約案は，つぎの

ような方針に基づいて作成されることが望ましい。

第lに，各国の現在の管轄原因を維持することを認めるグレー・エリアを広

くして，条約に世の中の変化に対応できるような柔軟さを残しておくべきであ

る。

第2に，契約であろうと，不法行為であろうと，裁判管轄を認めるためには，

法廷地における被告の何らかの活動が認められることが必要である。

第1の方針は，合衆国憲法上の最小限の関連のような最高裁の判例理論を維

持し， 1(3）でみたような判例法の発展可能性を残しておくことにつながる。第

2の方針によれば，義務履行地や不法行為地管轄のように，形式的で単一の関

連に基づいて裁判権を行使する可能性に道をひらくことは，被告と法廷地との
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聞の合衆国憲法の定めるデュー・プロセス上の最小限の関連の要件に反するお

それがある。憲法違反につながるような管轄原因は，米国としては絶対に譲る

ことができないだろう。反対に，法廷地で被告が実質的に活動をしているのに

もかかわらず，被告が法廷地内に営業所を設けていないとか継続取引のための

認可を受けていないという形式的理由で裁判管轄が認められないのはおかしい

ということになる。しかし，実質的活動ベースの管轄原因に対しては，欧州連

合（EU）諸国やその他の固から，過剰管轄のおそれがあるとして批判が強い。

ノ、ーグ暫定条文案では，以上のような米国の州裁判管轄の考え方が具体的な

条文案または選択肢として反映されている。以下では，条約案作成の段階であ

ることを考慮して，条文の重要な部分のみを引用または要約して検討すること

にしたい。

(1) 契約に閲する管轄

ハーグ条約暫定条文案6条（契約）選択肢A第l項は側，被告が法廷地にお

いてa）「頻繁で（frequent), ［かつ］［又は］，重大な（s単岨cant）活動（ac刷 ty）」

をした場合には，その活動に直接関係している契約上の訴えについて，裁判管

轄を認める。これに対して，同条選択肢Bは(IOO), 1999年のハーグ条約準備草

案6条を維持したものであり， a）物の一部又は全部の現実の引渡地と b）サー

ピスの一部又は全部の現実の提供地に管轄を認める。

選択肢Aについては，どのような活動が頻繁で重大な活動かは条文案からは

明らかではない。第2項の「活動の定義J第1案によっても，活動ベースの契
約管轄に関して米国の判例で問題となった様々な場合を書き尽くすことは困難

だと思われる。

たとえば，ニューヨーク州民訴法302条例1前段は，州内における事業活動

“transaction of business”を管轄原因とする。事業活動の典型例は，シュウォ

Jレツ事件（101）のように，被告が契約交渉のために法廷地に出向いて契約を締結

した場合とされる。このようなケースは「頻繁な活動」には該当しないと思わ

れるが「重大な活動Jということができるだろう。連邦最高裁のマッギー判

決(11叫によれば，「デュー・プロセスの目的のためには，その州と実質的な結び
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つきを有する契約に当該訴訟が基づいていた，というだけで充分である」から，

法廷地で1回きりの単独の契約を締結した場合を事業活動として裁判管轄を認

めたとしても，合衆国憲法上は一応問題とならないと思われる。

これに対して，ニューヨーク州裁判所は，被告が法廷地に足を踏み入れない

で，取引がもっぱら電話と郵便によって行われたような場合には，事業活動

“tr紅lSactionof business”に基づく裁判管轄を認めることに消極的であるとい

われる｛刷。ハーグ条約暫定条文案6条（契約）選択肢A第1項の「b）当該国

に向けて被告が頻繁［かつ］［又は］重大な活動をした場合」を採用すれば，こ

の問題は解決する。最高裁はパーガー・キング判決において，被告が自分の活

動を法廷地の居住者に「意図的に仕向け」（purposefullydirected）ており，訴訟

がその活動に「起因しているか関係しているJ(arise out of or relate to）場合に

は，被告を特別管轄に服させてもデュー・プロセスに反しないと判示した（前

述1(4）ケ））。したがって，選択肢Aのb）も合衆国憲法上は形式的には問題がな

し、。

暫定条文案6条（契約）選択肢A第1項ただし書中には，管轄が認められる

のは，「その国と被告との全体としての関係が被告をその国での訴訟に服させ

ることを合理的なものとするものである場合に限る」という選択案が付加され

ている (10条2項（不法行為）のただし香も同様である。）これは，米国連邦最高

裁判例の合理性テストを，条約案に取り入れたものといえる（前述1(2））。

合理性テストは，活動ベースの裁判管轄原因を最終的にチェックする役割を

果たすことが期待される。この選択案を採用するとすれば，条文案の判断構造

も，最小限の関連と合理性・フェアネスという 2段階テストに近いものになる

と考えられる。他方，最終的な管轄の判断は，被告の行為と法廷地との関連の

総合的評価によって行えばよいことになり，個々の「裁判籍」が保障する管轄

の安定性を損なうおそれがある。

1でみたように，州の裁判管轄原因を定めたロング・アーム法の文言上の相

違を云々することは，合衆国憲法上はあまり意味がない。しかし，ハーグ条約

案との比較においては，パーガー・キング判決で利用されたロング・アーム法

の管轄の基礎が，「州内で物品・サーピスを供給する契約」を州外で締結するこ
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とであったことは意味がある。同旨を定めるニューヨーク州民訴法302条（a)1 

では，物品またはサーピスを供給すべき地をニューヨーク州とする合意が重要

であった。そこで指摘したように，この考え方は契約の義務履行地の考え方に

類似している。

ハーグ条約暫定条文案6条選択肢Bは， a）物の一部又は全部の現実の引渡地

とb）サービスの一部又は全部の現実の提供地に管轄を認める。これは，欧州共

同体（EC）のプラッセル規則5条1項｛酬の契約義務履行地と同趣旨を定めたも

のである。もっとも，プラッセル規則は5条l項（b）において，「契約に基づいて，

その物が引き渡されたか，引き渡されるべきであった構成国の地Jおよび「契

約に基づいて，そのサーピスが提供されたか，提供されるべきであった構成田

の地Jと定めている。プラッセJレ規則の前身であるプラッセル条約5条1項で

はこのような制限はなく，義務履行地は，法廷地国の国際私法が指定する準拠

法により決定されると解釈された(I耐ことと比較すべきである。

したがって，暫定条文案6条選択肢Bは，第lに，物品・サーピスの給付地

が契約でどのように定められているかは問わず，現実に給付がされたことを必

要充分条件とする。これを裏から見れば，第2に，給付地が契約で定められて

いるだけでは充分ではなく，部分的であっても現実に給付されることを要件と

している。これを米国法から評価すれば，法廷地と被告との聞に契約による法

的な関係があり，さらに現実的，事実的関係が存在するのであるから，このよ

うな関連を根拠とする裁判管轄は，合衆国憲法上の要件を充分満足させること

になるだろう。

ところで，履行地は契約上定められた地であることを要するが，実際上の履

行地でなくともよいとするプラッセル規則5条l項他）の考え方は，「州内で物

品・サーピスを供給する契約Jを州外で締結することという米国の州ロング・

アーム法上の管轄原因と類似している。履行地についての合意があったならば，

契約はその履行地と密接な関連を有するものといえる。連邦最高裁も，

「デユ｝・プロセスの目的のためには，その州と実質的な結ぴつきを有する契約

に当該訴訟が基づいていた，というだけで充分である」（マツギー判決，前述1

ω（対）と述べているから，契約上の履行地の管轄は，合衆国憲法にも一般的に合
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致すると考えられる。このことは，米国の管轄ルールから見れば，暫定条文案

6条選択肢Bのような「現実の履行地Jでなくとも，契約上の履行地の合意が

あれば充分だと言うことを意味している。

もっとも，連邦最高裁のマツギー判決自体は，保険契約ないし消費者契約に

関する事件であったので，保険契約者・受益者等（プラッセル規則9条1項参照）

や消費者（同16条1項参照）の住所地管轄で正当化することもできるだろう。米

国の州裁判管轄Jレールでは，通常，消費者などについての特別管轄は定められ

ていないが，ハーグ条約案ではこの類型（暫定条文案7条(I侃）参照）を活用し，

被告が原告の住所地で何らかの「活動Jを行った場合の管轄を認めることによっ

て，ヨーロッパ諸国と妥協をはかる方法も考えられる。プラッセル規則15条1

項（c）は，被告が消費者の住所地である構成国において商業的活動または職業的

活動を行うことを消費者住所地国管轄の要件としているのである (107）。

以上のように，米国のロング・アーム法にみられる「州内で物品・サーピス

を供給することを州の内外で契約するjことという管轄原因や，連邦最高裁の

判例からみれば，実際に履行があったことを要件とするハーグ暫定条文案6条

選択肢Bはかえって狭きに失する。なぜならば，選択肢Bによれば，履行がな

かった場合には管轄は認められないからである。上記のような米国法上の管轄

原因は，むしろプラッセル規則5条l項（c）の定めるところに近いといえる。

(2) 不法行為に関する管轄

ハーグ条約暫定条文案10条は（！凶）， 1項で， a）加害行為地またはb）損害発

生地（予見可能性のない場合をのぞく）に，管轄を認めている。これは， 1999年

ハーグ条約準備草案の条文案である。これに対して，米国は，契約に関する管

轄の場合と同様，不法行為の管轄についても活動ベースの管轄原因をおくこと

を主張した。米国によれば，暫定条文案10条1項は次のような事例に対応でき

ないという。外国で製造された銃が，米国で販売され，米国の居住者がこれを

購入し，カナダで狩猟中に暴発して損害を被ったとする。この事例では米国は

加害行為地でも損害発生地でもないので，管轄が認められないが，米国は管轄

を認められるべきであるというのである。



［野村美明］ 米国の裁判管轄ルールからみたハーグ管轄判決条約案と日本の立場 239 

米国の主張に対しては，フランスなどの強い批判があったので，コンセンサ

スなしで，第2項に「原告は，頻繁又は重大な活動をした国又は頻繁又は重大

な活動を向けてした対象国の裁判所に不法行為に関する訴えを提起することが

できる。ただし，その請求がその活動から直接生じ，その固と被告との全体と

しての関係が被告をその国での訴訟に服させることを合理的なものとするもの

である場合に限る。」という規定を括弧付きでおくことになった｛則。上の事例

に基づく米国の主張は，米国法からどのように評価できるだろうか。

まず，ロング・アーム法の典型例としてしばしば引用してきたニューヨーク

州民訴法を見てみよう。同法302条（a)3は，州外で不法な行為を行ない州内で

損害が発生している（白山崎同町…叫thinthe state）場合において，つぎの(i)

またはωに掲げるいずれかの事由があるとき（ただし，その行為から生じる名誉段
損に係る訴訟原因はのぞく）ときは，不法行為の管轄を認める。

(i)州内において，継続的に事業をするか又はこれを勧誘すること（reg凶arly

does or solicits business），その他反復的に行為を行うこと若しくは物品の使用，

消費又はサーピスの供給によって相当の利益を得ていること

GD州内での結果発生についての合理的な予見可能性があり，かつ，州際又は国

際通商により相当の利益を得ていること

同条（a)3 (i)は，典型的には，①州外での不法行為，②州内の損害，③以上

の①および②の「因果関係」，④州内の継続的な事業活動を要件として（llO），州

の裁判管轄を認める。上記事例は，＠加害者が第3国で銃製造，⑮被害者であ

るニューヨーク州居住者がニューヨーク州で銃購入，。被害者がカナダに持ち

込んだ銃が暴発，被害者に損害があったというのであるから，上記②の州内の

損害がなく，したがってたとえ④の州内の継続的な事業活動があったとしても，

ニューヨーク州の裁判管轄は認められないはずである。同様に，同条（a)3 (ii)も，

州内で損害が発生していることを要件とするから，この規定によっても裁判管

轄は認められないことになる。

それでは，被害者の居住するニューヨーク州で損害が発生したと解釈するこ

とはできるか。このような解釈は州の判例上，未だ認められていない。ニュー
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ヨーク州の最上級裁判所は，上記事例と類似のマツゴワン判決において，次の

ように述べてニューヨーク州の裁判管轄を否定した。「われわれが取引上の不

法行為に関する事件においてすでに判示したように，被害者の居住地がニュー

ヨークであるという事実は「州内における損害（“i崎町叫凶thesぬ.te”）Jとい

う明確な制定法上の要件を充足しない...o (lll) Jマッゴワン判決の事案は，日本

から日本の商社によって輸出され，ニューヨークのデパートで購入された欠陥

ポットによって，ニューヨーク居住者である原告がカナダを訪問中に障害を受

けたので，原告がデパートを訴えたところ，デパートが日本の商社を引き込も

うとしたというものであった。

ーつぎに，合衆国憲法において上記事例はどのように評価されるだろうか

（ニューヨーク州よりも裁判管轄を広く認めるロング・アーム法において，たとえば合

衆国憲法の許容する制限一杯まで裁判権行使を認めるというような規定をおいてい

る場合も同様である）。連邦最高裁の判例で不法行為に関係する事件は，製造物

責任が中心的争点となったワールドワイド・フォルクスワーゲン判決とアサヒ・

メタル判決である（1似）付））。

これらふたつの判決ともに，損害が法廷地州で生じたことだけでは裁判管轄

の基礎としては不十分としている。すなわち，法廷地における損害の発生に加

えて，被告がその州の裁判所に引き出されることを合理的に予期できる程度の

関連をその州と有していること，被告が「法廷地で消費者に購入されることを

予期して」商品を流通におくこと（以上ワールドワイド・フオルクスワーゲン判

決），単に商品を流通に置く行為だけではなく，被告の行為が意図的に法廷地州

に仕向けられていること（アサヒ・メタル判決）などが要求されている。したがっ

て，第三国で製造された銃がカナダで暴発した上記事例で法廷地州が裁判権を

行使することは，法廷地での損害発生が認められない限り，その他の要件を充

足したとしても，法廷地と被告との聞に最小限の関連カ曹、められず，デュー・

プロセス条項違反と判断される可能性が高いと思われる。

以上のように，連邦最高裁は州裁判管轄の要件として「法廷地における損害

発生」と「訴訟についての被告の予見可能性Jを求めている。このような連邦

最高裁の判例法は，むしろ，被告が不法行為によって法廷地で損害が発生する
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ことを合理的に予見できた場合にのみ，損害発生地の裁判管轄を認めるという，

ヨーロッパ型のハーグ条約暫定条文案10条1項（b)(112）に近い。もっとも，米国

判例では損害発生に関する予見可能性は，最小限の関連を認定するための要件

であり，原告がこれを証明することを要すると解されている（113）。これに対し

て，暫定条文案10条1項（ωは，被告が損害発生に関する予見可能’性がなかった
ことを証明することを明文で求めている (114）。

(3) 支店の業務関連管轄

ハーグ条約準備草案9条および同暫定条文案9条l項は（115），被告の支店，

代理店その他の営業所（以下では「支店等Jという）の所在地国の管轄を，訴え

が当該支店等の活動に直接関連している場合に限り，認める。ここで，支店等

の所在に加えて，「又は被告がその他の方法で継続的な商業活動（reg凶ar

conunercial activity）を行っている」ことも特別管轄の原因として認めるかどう

かが問題となっている。ただし，この点については，他の箇所において活動

ベースの管轄についての一般的な議論が行われているので，詳細な議論が行わ

れていない（116）。その限りで，簡単に触れるにとどめる。

米国としては，契約およびつ不法行為の管轄において，活動をベースとする管

轄原因が認められない場合には，とりわけ支店等の管轄に継続的商業活動を強

く主張することになるだろう。前述1(3）では，米国判例が一般管轄の基礎とし

て伝統的に認めてきた「継続的事業活動」（doingbusiness）の概念を検討した。

これに対して，条約準備草案9条および同暫定条文案9条I項では「継続的商

業活動」は特別管轄に限定した基礎とするというのであるから，米国としては

ずいぶん控えめな主張または妥協をしていることになる。また，準備草案に関

するナイ・ポカール報告書が指摘するように(117)，「第18条第2項e号ただし

書により，許される圏内法上の管轄として維持できることとなったものより範

囲が狭いものである。」すなわち，米国法上の事業活動“transactionof business” 

よりも範囲が狭いということである（118）。

ただし，前述のように，暫定条文案において，契約および不法行為に関する

管轄について特別管轄原因としての「頻繁，［かっ］［又は］，重大な活動」が
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「復活Jさせられた。「復活」を果たした概念が準備草案では圏内法に放逐した

と考えていた事業活動“trans配tionofb由民ess”と閉じなのかという問題が生

じていることは，前述したとおりである。しかし， 9条については準備草案と

暫定条文案で実質的な変化がないので，準備草案9条における「継続的な商業

活動」が米国法上の事業活動“transactionof business”よりも狭いというナイ・

ポカール報告書の趣旨は，暫定条文案においても維持されていると考えてよい

だろう。

それでは， 9条の「継続的な商業活動」が米国法上の事業活動“transaction

of business”よりも範囲が狭いとはどのような意味か。すでにみたように，法

廷地で単独の契約を交渉し，締結したことが事業活動として認定されたケ｝ス

がある（I(4）例制）ことを考えれば，「継続的な商業活動Jを基礎とする場合は，

事業活動“transactionof business”を基礎とするよりも，管轄が認められる範

囲が狭いという意味であることは明らかである。したがって，「継続的な商業

活動」の方が事業活動“transactionof business”よりも求められる活動の量お

よび質の程度は高いということになる。これは，「継続的事業活動」（do泊g

business）と事業活動可ran血ctionof business”との関係に等しい（I(3）ケ））。

事業活動を基礎とする管轄は，継続的事業活動を基礎とする場合に比べて，法

廷地とのはるかに僅少な関連で認められると言われる所以である（119）。

しかしながら，準備草案および暫定条約文案で提案されている「継続的な商

業活動Jは，米国法から見て問題がないわけではない。

第1に，米国法の伝統的な継続的事業活動の概念は，各州の判例によってそ

の内包が明らかにされているが，両案で提案されている「継続的な商業活動J

は，米国法から見ても新しい概念であり，予見可能性の少ない管轄原因になる

おそれがある。

第2に，条約案の「継続的な商業活動」が「継続的事業活動J(do加gbusiness) 

の概念と同視できるとすれば，連邦最高裁判例による最小限の関連プラス合理

性・フェアネスのテストによる制約を受けるかどうかが問題となる。もし合衆

国憲法上デュー・プロセス違反とされる可能性があれば，草案・暫定条文案9

条でも，契約および不法行為について提案されているのと同様の「合理原則J
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による制約原理が必要なことになる。しかし，条約準備草案および同暫定条文

案9条の「継続的な商業活動jに基づく管轄は，米国法上の一般管轄原因とし

ての「継続的事業活動」（do泊gbusiness）の場合とは異なり，「訴えが当該活動

に直接関連している場合に限り」認められる特別管轄であるから，最小限の関

連プラス合理性・フェアネスのテストを充分クリアーするだろう。したがって，

草案・暫定条文案9条に合理原則を準備する必要はないと考える。

ω） 禁止される管轄原因｛ブラック・リスト）
ハーグ条約暫定条文案18条においては，主につぎの2点について米国と他国

の対立が見られる。米国は，第1に過剰管轄禁止の一般条項である暫定条文案

18条1項の削除，第2に普通裁判籍としての継続的事業活動（“doingbus凪ess")

の禁止を定める同条2項伶）の削除を，それぞれ求めている。

ケ）過剰管轄禁止の一般条項について

暫定条文案18条1項は，被告がいずれかの締約国に常居所を有することを条

件として，他の締約国が自国の過剰な管轄を被告に及ぼすことを禁止するもの

である。同項は，「締約固と紛争［又は被告］との聞に実質的な関連がないとき

には，その締約国の圏内法上定められている裁判管轄権の規則の適用は禁止す

る。Jと定める。これは，暫定条文案18条2項の個別的な禁止リスト（ブラッ

ク・リスト）とは異なり，締約国の過剰管轄を一般的に制限しようとする一般

条項（プラック・エリア）である。

暫定条文案1項は，括弧付きの「又は被告jの文言が加わった以外は， 1999

年の条約準備草案と閉じである。米国は，次の理由で条約準備草案18条1項の

削除を主張していた。すなわち，①米国管轄ルールは法廷地と被告との関連性

に着目しており，法廷地と請求の関連性を審査することは経験したことがない

こと，②同条2項と合わせて読めば実質的関連性（subs回 .tialconnection）は不

明確な基準となり，紛争が多発するおそれがあること，③同条2項にリスト

アップされていない自国法上の管轄原因について，裁判所が同条1項により過

剰であると判断することは余り期待できないことである (120）。②および③の批

判は，ここでは検討の対象とはしない。
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暫定条文案の「又は被告Jの文言は，米国の①の批判を受けたものである。確

かに合衆国最高裁による制限的ミニマム・コンタクツ理論は（121)，被告と法廷地

との聞に最小限の関連がなければ州の裁判管轄を認めないというものである。

しかし，法廷地と請求との関連性を審査することは経験したことがないという

主張には，相当の誇張が含まれているように思われる。

第1に，前に何度か引用した合衆国最高裁のマッギー判決は(122），「デュー・

プロセスの目的のためには，その州と実質的な結ぴっき（substantialconnection) 

を有する契約に当該訴訟が基づいていた，というだけで充分である」(123）と述べ

ている。すなわち，紛糾喫約に基づいていること（特別管轄の要件）およびそ

の契約が法廷地と「実質的な関連」を有することをこの事件で州の裁判管轄を

認める根拠としているのである。パーガー・キング判決は(124），被告フランチャ

イジーが法廷地州に営業所を有さず，法廷地州を訪れたこともないという事案

であったが，フランチャイズ契約扮争が「その州と実質的な関係を有する契約」

から直接に生じたことを重要視し，マッギー判決を参照している（125）。以上の

ように，米国管轄法においても，デユー・プロセス上の最小限の関連を判断す

るのに，紛争と法廷地との関連性は不可欠な検討事項となっているのである。

第2に，州裁判管轄に関する連邦最高裁の判例は，ほとんどが対人訴訟に関

するものであるが，準対物訴訟の一種である法廷地における財産の仮差し押さ

えを前提とする裁判管轄について，シェイファー判決(126）およびラッシュ判

決(127）は，州の裁判権行使がデュー・プロセスに合致するか否かは，「被告，法

廷地および訴訟との関係」に集中して考慮すべきであると判示した(128）。ハー

グ条約案の規定は対人的権利に関する管轄に限定されてはいないので (12条1

項参照｛醐），米国法からみても法廷地と紛争との関係を検討せざるをえないと

思われる。

ラッシュ判決は，被告の父親が加入していた責任保険上の保険会社の債務の

所在が保険会社の所在するミネソタ州（法廷地）にあるという理論によって，

保険会社の債務が差し押さえられた事案であったが，連邦最高裁は，ミネソタ

州最高裁が重視した「保険契約は本件訴訟の目的ではないし，過失を根拠とす

る不法行為訴訟に係る重要な事実に関係もしていないJとして，訴訟と法廷地
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の聞には重要な関係があるわけではないと結論した(130）。このケースが純粋に

物的権利を争うものであったならば，訴訟の目的は法廷地所在の「財産」その

ものであるはずである。

ところで， 1999年の条約準備草案 18条2項似）は，「被告が所有する財産の当

該国における所在又は差押え。ただし，紛争が当該財産に直接関係する場合を

除く。Jと規定して， ドイツ民事訴訟法23条のような規定を対人的に用いるこ

とを禁止している(131）。この案によれば，シェイファー判決やラッシュ判決で

デユー・プロセスに反するとされた州の過剰な対物管轄も，条約準備草案18条

2項（叫によって同様に制限されることになるだろう。しかし，米国が普通裁判

籍としての継続的事業活動（“doingbusiness”）の禁止を定める同条2項（e）の削

除を主張したことに対抗して， ドイツが普通裁判籍としての財産所在地管轄を

プラック・リストから外し， 17条で留保される圏内管轄に入れる（グレー・エ

リアに入れること(132））を主張したので，暫定条文案ではa号に括弧が付されるこ

とになった。

第3に，紛争と法廷地との関係は，①最小限の関連の存在を前提として，裁

判権行使の②合理性・フェアネスを判断する際の考慮要素に含まれている(133）。

特に「紛争を裁判することについての法廷州の利益」は，法廷地と紛争との実

質的な関連を示すものといえる。連邦最高裁は，雑誌の発行者等を相手取った

名誉致損による損害賠償請求事件であるキ一トン対ハスラー判

決(134）において，法廷地州における雑誌の継続的流通が州の裁判権行使を根拠

づけるとし，原審が最小限の関連を評価する際に「被告，法廷地および訴訟の

関係」に焦点を絞ったことは適切だが，この評価によって州の裁判管轄を否定

したことは誤りであると結論づけた(135）。特に，ニューハンプシャー州が本件

多州間訴訟に裁判権を主張する利益は僅少であるという原審の評価については，

ニューハンプシャー州内で生じた損害を救済する利益と，シングル・パブリ

ケーション・ルールの適用によって他州と協力する利益とが相まって，被告を

ニューハンプシャー州での多州間名誉段損訴訟に応訴させることを相当として

いるとして，否定した(136）。

もっとも，法廷地の利益を考慮することは，原告の利益の考慮とともに， 1'ト｜
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裁判管轄理論の中では州の裁判権を拡張する要素として位置づけられてお

り(137），これに対抗するものとして，被告と法廷地との最小限の関連を最優先

する「制限的ミニマム・コンタクツ理論」(I却が登場したことを忘れてはならな

い。米国が，法廷地と紛争との関連よりも法廷地固と被告との関連を優先して

いることは，デユー・プロセスに関する連邦最高裁の2段階テストに照らせば

当然のことであり，むしろ他国にとっては米国の州裁判管轄を制約するテスト

として理解しでもよいかもしれない。しかし，法廷地と紛争との関連性を審査

することは経験したことがないという米国の主張は，米国判例から見た場合で

も正確とはいえない。

付）普通裁判籍としての継続的事業活動の許容性について

ハーグ条約準備草案18条2項は，「特に，被告が締約国に常居所を有する場

合において，締約国の裁判所は，次の1つ又は複数の事項にのみ基づく管轄権

を行使してはならない。」と定め，そのe号において「当該国における被告の商

業その他の活動（出ecarηing on of commercial or o出.eractivities by血edefendant 

加伽tState，）。ただし，扮争が当該活動に直接関係する場合を除く。Jと規定し

ていた。この準備草案18条2項（e）は，法廷地における活動と何ら特定の関係を

有しない請求について，その活動を基礎に一般的な裁判管轄を認める米国法上

の継続的事業活動（“doingbusin鴎”）の法理をターゲツトにしている。

準備草案に関するナイ・ポカール報告書は，この管轄が準備草案では排除さ

れることになった理由を次のように説明する。

これは，被告の活動の中心がその国にないにもかかわらず，対象となる紛争範囲に

ついて限定のない一般的な管鞍原因である。これはさらに適用の際の不確実さの

程度が極めて大きい。というのは，管轄を根拠づけるのに必要とされる活動の量と

質の判定が困難だからである。実際の訴訟における信頼性の高いルールを提供す

ることを目的とする本条約において，このような管絡規則を認めることは，受訴

裁判所の管輔が判断される段階で，当事者聞にさらなる争いを惹起するおそれがあ
る（139）。

米国は，継続的事業活動（“doingbus加.ess”）を普通裁判籍としての管轄原因
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としては排除する準備草案18条2項（めの削除を主張した。そこで，暫定条文案

では， e号に括弧がつけられ，議論は振り出しに戻ってしまった。この際に，

法廷地国に支店，代理店その他の営業所があるからといって，そのことは圏内

法に基づく一般管轄行使の根拠とはならないことを明確化するために，「被告

の支店，代理店その他の営業所を通じて行われるか否かを問わず」という語句

を追加することが提案された。コンセンサスは得られなかったが，これも括弧

を付して残すことになった(140）。

ナイ・ポカール報告書は，コモン・ロー諸国では，法廷地における支店の所

在が，支店の活動に限定されない一般管轄の基礎とされることを指摘し，その

根拠としてニューヨーク州のフラマ一対ヒルトン・ホテル事件（前述1（羽（イ）参照）

を示しながら，「そのような一般管轄は条約［1999年の条約準備草案］ 18条2

項（e）と相容れない」と述べている（141）。

継続的事業活動は， 1 (3）ケ）で検討したように，ロング・アーム法制定以前か

ら，州の一般的裁判管轄の基礎として各州の判例法上認められてきた。合衆国

最高裁も， 1952年のパーキンス判決において，被告が法廷地州において組織的

で継続的（systematicand continuous）な活動を行っている場合には，訴訟原因

が法廷地における被告の活動とまったく関係のない取引から生じた場合であっ

ても，その州の裁判管轄は認められると判示して，一般管轄としての“do血g

business，，の要件を明確化し，この法理を憲法上正当化した。

このように，米国の主張は，伝統的にも連邦の憲法上も認められてきた一般

管轄としての継続的事業活動を禁止リストからはずし，グレー・エリアに入れ

るべしというものであった。すなわち，判決国の直接管轄としては禁止されな

い（各国法による）が，承認国はこの管轄にもとづく判決を承認執行する義務は

ないという管轄として残そうというのである。

継続的事業活動の概念は，ニューヨークの州裁判所自体が認めるように，

「各々の事件の特定の事実関係によって変わる」のであるから，その結果をあ

らかじめ予想することは困難である。しかも，一旦継続的事業活動ありと認め

られれば，その活動と無関係の請求についても裁判できるというのであるから，

ナイ・ポカール報告書の指摘通り，不確実性の多い管轄原因といえる。この管
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轄原因に基づく裁判権行使が，合衆国憲法上のデュー・プロセス上の制限に服

するとしても，前述のように，最小限の関連プラス合理性テスト自体が社会変

化に柔軟に対応できる総合的な判断なので，このことが管轄の安定性を高める

とはいえない。

一般管轄原因としての継続的事業活動と比較すると，欧州共同体のプラッセ

ル規則は(142），被告の住所(143)（法人の場合には，定款上の本拠，管理の中心地または

主たる営業所）044）を普通裁判籍とし，支店（5条5項）管轄は，業務関連訴訟に

限られていることがわかる。したがって，プラッセル規則の被告住所地原則か

ら見れば， 1(3）でみたニューヨーク州の継続的事業活動に基づく管轄は，合衆

国憲法上の制約を考慮したとしても，全体として過剰と批判されても致し方が

ない。さらに，仮にニューヨーク州法が，合衆国憲法の制限一杯まで州裁判権

を及ぼす他州の法に比較すると抑制的であるとすれば，米国の“do加g

business”法理は過剰だという批判が一般的にも当てはまることになる。

3 日本の選択肢

それでは，条約案に示された米国法的な考え方と欧州連合（EU）諸国の主

張する提案は，折り合いをつけることができるのだろうか。以下では2の米国

の立場と対比しつつ，条約案について日本がとるべき選択肢を検討する。

(1) 契約に関する管轄

契約管轄について，米国は，ハーグ条約暫定条文案6条選択肢A第l項のよ

うに，被告が法廷地においてa）「頻繁，［かっ］［又は］，重大な活動」をした

場合には，その活動に直接関係している契約上の請求について裁判管轄を認め

よという。ニューヨーク州のシュウオJレツ事件045）のように，被告が契約交渉

のために法廷地に出向いて契約を締結した場合は，「頻繁な活動Jには該当しな

いとしても「重大な活動」といえるだろう。そうだとすれば，米国にとっては

「頻繁又は重大な活動」とすることが望ましいことになる。しかし，「頻繁又は

重大な活動jという概念が，州法上の事業活動“transactionof business”の概

念に類似しているといっても，これは州の判例法の集積によって内容が明らか
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にされている後者の概念とは異なった条約上の新しい概念である。 2項でどの

ような定義規定をおいたところで， 1項の活動ベースの管轄原因は米国にとっ

ても明確性や予見可能性に欠け，現行法上の概念との混乱によってかえって紛

争が多発するリスクを有している。

これに対して，連邦最高裁のマッギー判決（I必）によれば，「デユー・プロセス

の目的のためには，その州と実質的な結びつきを有する契約に当該訴訟が基づ

いていた，というだけで充分である」から，現実に履行があったことを要件と

するハーグ暫定条文案6条選択肢Bは狭きに失する。なぜならば，選択肢Bに

よれば履行がなかった場合には管轄は認められないからである。むしろ，プ

ラッセル規則5条1項（b）のように「契約に基づいて，その物品・サーピスが提

供されるべきであった」地と定める方が，保険金不払いのマツギー判決などを

確実に取り込むことができる。しかも，プラッセル規則5条1項（b）は， f州内で

物品・サーピスを供給する契約」を州外で締結することという米国の州ロング・

アーム法上の管轄原因とも類似している。もっとも，マッギー判決のような保

険契約に関する事案は，消費者契約に関する管轄を規定することよって解決す

ることも可能で、ある。

以上のように，米国にとっては条約暫定条文案6条選択肢A第1項の活動

ベースの管轄原因に固執する利益は少なく，むしろ同条選択肢Bをプラッセル

規則5条1項（ωのように履行されるべきであった地を含むように修正する方が，
最高裁判例の趣旨や州法上の実務をよりよく反映するといえる。もちろん，

マツギー判決の要件を充足するのであるから，最小限の関連プラス合理性・

フェアネスのテストも満足するはずであり，「その固と被告との全体としての

関係が被告をその国での訴訟に服させることを合理的なものとするJ047）とい

える。

ひるがえって，日本の通説によれば，義務履行地を基礎とする国際裁判管轄

が認められるのは次のような場合である。すなわち，契約上の義務が問題に

なっている場合であって，履行地が明示に指定されている場合または契約内容

上一義的に確定可能なときである（契約説）(148）。これに対して，下級審裁判例の

多くは，準拠法によって決定された実体法上の履行地に管轄を認めるといわれ
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る（準拠法説） (149）。しかし，この見解に立つとされる最近の裁判例も詳細に見れ

i評価が分かれうるし（吹批判的な裁判例も存在する(151）。また，通説が続

的過ぎる点に疑問を呈しつつ，特徴的な給付が明らかな類型の契約の場合に，

特徴的給付の履行地に管轄を認めることは，基準としての明確性および当事者

の予測可能性を損なわないと主張して，ハーグ条約準備草案6条（ハーグ暫定条

文案6条選択肢B）の立場を支持する見解もある（特徴的給付説）(152）。

暫定条文案6条選択肢Bは，第1に履行の対象となる義務を売主等の義務に

絞り込んでおり，第2に履行地を現実の履行地に限定している点で，準拠法説

と比較しても，また日本の通説である契約説と比較しても，管轄が認められる

範囲が狭い。この意味で，日本としては，プラッセル規則5条1項（ゅのように

「契約に基づいて，その物品・サーピスが提供されるべきであったj地を含むよ

うに修正するのは妥当な立場といえる。もっとも，プラッセル規則5条l項は，

b号が適用されない場合にa号の「契約事件においては，請求の基礎となって

いる義務が履行された地又は履行されるべき地の裁判所」に管轄を認める（c

号）。ハーグ条約案において，「物品・サーピスの契約に基づく給付地Jでは対

応できない契約類型について，従来の契約義務履行地管轄をどこまで残すかは，

日本法から見てもまだ検討すべき問題である。

位）不法行為に闘する管轄

不法行為管轄について，米国は，契約に関する管轄の場合と同様，ここでも

活動ベースの管轄原因をおくことを主張している。しかし，この主張の根拠と

して上げられた第3国（カナダ）における損害発生の事例は，米国法によって

も正当化することはできない。また，「頻繁，［かっ］［又は］，重大な活動」と

いう不明確な概念は，契約に関する管轄の場合に論じたのと同じ問題を有する

ものである。

むしろ，州裁判管轄の要件として「法廷地における損害発生」と「訴訟につ

いての被告の予見可能性Jを求める連邦最高裁判例は，被告が不法行為によっ

て法廷地で損害が発生することを合理的に予見できた場合にのみ，損害発生地

の裁判管轄を認めるという，ハーグ条約暫定条文案10条l項（b)（準備草案10条
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と同じ）に近い。もっとも，米国判例では損害発生に関する予見可能性は原告が

これを証明することを要するが，暫定条文案10条1項（b）では，被告が証明すべ

きと定めている。

日本にとっては，不法行為地に結果発生地を含めるのが通説・判例であるか

ら，ハーグ条約暫定条文案10条1項（ωの立場は妥当である。特に製造物責任に
ついては，原則として結果発生地の管轄を認めた上で，製造者が予見できな

かったという事情は「特段の事情jとして例外的に考慮すべきという見解に近

u、(153）。

(3) 支店の業務関連管轄

支店の業務関連管轄については議論が進んでいないが，条約準備草案9条お

よび同暫定条文案9条1項では「継続的商業活動」（regularcommercial activity）は

特別管轄に限定した基礎とされている。この案は，「継続的事業活動J(doing 

business）を一般管轄の基礎として維持してきた米国法から見れば，ずいぶん抑

制的といえる。ただし，両案で提案されている「継続的な商業活動Jは，米国

法にとっても「偽りの近似」（false剖ends）のおそれがあり，契約および不法行

為に関する「頻繁，［かつ］［又は］，重大な活動」の概念と同様のリスクを内包

している。

「継続的商業活動Jのような実際的な管轄原因は，「被告の支店，代理店その

他の営業所Jというような形式的な管轄原因の考え方からみれば，消費者管轄

などの例外を除き，異質のものといえる。しかし，継続的事業活動（do回g

business）のような一般管轄原因に比べれば，管轄の安定性や予測可能性は低く

ない。したがって，条約準備草案9条および同暫定条文案9条l項に「継続的

商業活動J(regular commercial activity）を加えることによって，支店の業務関連

管轄を広げるかどうかは，準備草案18条1項（e），暫定条文案18条2項伶）にお

いて，普通裁判籍としての継続的事業活動をブラック・リスト化することがで

きるかどうか』こかかっている。

日本法との関係では，関連する2つの問題がある。第lに，民事訴訟法4条

5項が外国の社団又は財団の普通裁判籍を，「日本における主たる事務所又は
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営業所により，日本圏内に事務所又は営業所がないときは日本における代表者

その他の主たる業務担当者の住所により定まる」ものと定めているので，これ

を国際裁判管轄の基礎として認めるかどうかである。第2は，民訴法5条5号

の規定を修正・類推して，外国の法人等については，日本における事務所等の

所在地にその業務に関する事件についてのみ国際裁判管轄を認めるかどうかで

ある。

第1の日本における外国の法人等の事務所等を訴え一般についての裁判管轄

の基礎とするかについては，判例は一般的にこれを認める（則。通説は，外国

の法人その他の団体に対する一般的な訴えは本拠地国でのみ提起できるものと

するので，第2の点については，日本における事務所等の所在地は，その業務

関連事件についての国際裁判管轄の基礎とされる（！SS）。

日本として，ハーグ条約案で支店の業務関連管轄を認めるとすれば，日本の

国際民事訴訟法において一般的な国際裁判管轄原因としての外国法人等の事務

所等を維持できるかが問題となる。この点については，つぎの「過剰管轄Jと

の関係で論じる。ハーグ条約案で支店の業務関連管轄を認めたとすれば，つぎ

に日本としてこれを「継続的商業活動Jがある場合に拡張することを認めるか

が問題となる。

日本においても，継続的事業活動を事業関連訴訟の管轄原因としてもよいと

いう見解がある (156）。「事業活動を通じて利益を得ていることJが要件とされて

いるようだが，被告の予測可能性や公正さを損なわないこと，事業活動地は事

業活動から生じる問題を審理するために，証人尋問や証拠調べの点で適切であ

ることが根拠とされている。

日本法においても，民訴法が規定する管轄原因以外にも国際裁判管轄原因を

認めるべき場合があることが指摘されている｛問。緊急管轄が一例であるが，

この場合に限られないであろう。なぜなら，「民事訴訟法上の裁判籍規定の性

質が一様でないのに応じて，その解釈論的修正による国際裁判管轄判断の方法

も様々であり得る」と考えられているからである（刷。マレーシア航空機事件

判決においても｛捌，外国に本店のある外国法人であっても，被告が日本と何

らかの法的関連を有する事件については，日本の裁判権に服させるのを相当と
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する場合があり，この範囲は当事者聞の公平，裁判の適正・迅速を期するとい

う理念により条理に従って決定することとされ，具体的には民訴法の規定する

裁判籍のいずれかが日本国内にあるときには，被告を日本の裁判権に服される

のが条理にかなうというのであるから，民訴法の裁判籍の存在は，条理判断を

導く指標に過ぎない。このことは，民訴法上の裁判籍が存在しない離婚の裁判

管轄に関しでも，最高裁が「当事者聞の公平，裁判の適正・迅速を期するとい

う理念により条理に従って決定するJ（酬との一般原則を採用したことからも

裏付けられる(161)。

最初に述べたように，日米の最高裁判例理論は，第1に制定法の定める管轄

原因等，被告と法廷地の聞に関連がなければ裁判管轄は認めず，第2に関連が

あっても裁判権行使が相当でない場合には裁判管轄を否定するという類似の構

造を有している。しかし，合衆国の最高裁判例による最小限の関連プラス合理

性テストは，州法の定める管轄原因に基づく州の裁判権行使を合衆国憲法上，

制約または正当化するものであって，あらたな管轄原因を認める理論ではない。

これに対して，日本の最高裁判例は，条理説の部分がリップサーピスでない限

り，日本に民訴法上の裁判籍がない場合にも，日本の国際裁判管轄を認めうる

構造を有しているといえる。

以上のように，ある面では米国よりも柔軟な判例理論を前提とする限り (162),

ハーグ条約案で支店の業務関連管轄を広げるものとして，継続的商業活動の概

念を認めても矛盾しない。もっとも，ハーグ条約案が成功を収め，日本がこれ

を批准した場合には，マレーシア航空機事件判決がいう「国際裁判管轄を直接

規定する法規もなく，また，よるべき条約も一般に承認された明確な国際法上

の原則も未だ確立していない現状」は，その限りで変更され，判例法理による

不安定性は取り除かれることになるだろう。

何）禁止される管轄原因

ケ）過剰管轄禁止の一般条項について

暫定条文案18条l項は，「締約固と紛争［又は被告］との聞に実質的な関連」

があることを基準とする過剰管轄禁止の一般条項を設ける案である。米国はー
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般条項自体に反対するとともに，法廷地と紛争との関連性を審査することは経

験したことがないと主張するが，米国法上も法廷地と紛争との関連は，対物管

轄に限らず，対人管轄の判断においても重要な要素である。しかし，米国が法

廷地と紛争との関連よりも法廷地固と被告との関連を強調していることは，憲

法上のデユー・プロセスに閲する連邦最高裁の最小限の関連理論に基づいてお

り，譲れないところである。米国の州が，被告と自州との関連が薄いのに，原

告が救済を受ける利益や州の利益を根拠に裁判管轄を認めてきた傾向を考える

と，日本や欧州連合諸国は，むしろ法廷地と被告との実質的関連を一般条項に

入れるべきという米国の主張を支持すべきである。

しかし，締約固と紛争文は被告との聞の実質的な関連としたところで，この

テストは米国法上の最小限の関連理論と同様の不確実性を内在させている。む

しろ，国際的に解釈の統ーをはかるシステムを組み込んでいないハーグ条約案

においては，実質的関連テストはかえって予測不確実な結果を招くおそれが大

きい。

結局，過剰管轄禁止の一般条項を全体として評価するならば，実質的関連テ

ストは，不明確な基準であり，紛争が多発するおそれがあるという米国の批判

(2帥肘）には，合理的な根拠があると考えられる。日本としても，この一般条

項によって日本における緊急管轄｛附や併合請求管轄（酬が禁止される場合が

あるのかどうかが不明な点があるので，暫定条文案18条1項は削除すべきとい

う立場を取るべきである（165）。

付）普通裁判籍としての継続的事業活動の許容性について

暫定条文案18条2項（a）は，普通裁判籍としての継続的事業活動のプラック・

リスト化をはかる案である。確かにこの概念は，「各々の事件の特定の事実関

係によって変わるJ，不確実な概念である。しかも，一旦継続的事業活動ありと

認められれば，その活動と無関係の請求についても裁判できることになるから，

予見可能性および法的安定性に欠ける管轄原因といえる。この管轄原因に基づ

く裁判権行使が，合衆国憲法上のデユー・プロセス上の最小限の関連理論に

よって制約されるとしても，最小限の関連の概念自体カ対士会変化に柔軟に対応

できる総合的な判断であるから，このことが管轄の安定性を高めるとはいえな
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It＼。

一般管轄原因としての継続的事業活動と比較すると，欧州共同体のプラッセ

ル規則は，被告の住所を普通裁判籍とし，また支店（5条5項）管轄は業務関

連訴訟に限られている。したがって，継続的事業活動に基づく一般管轄は，合

衆国憲法上の制約を考慮したとしても，ヨーロッパ諸国からの過剰管轄との批

判を免れ得ない。

もちろん，暫定条文案18条2項（e）は文言上明らかなように，“do加g

business，，管轄を全面的に「違憲化」するものではなく，一般管轄の基礎とす

ることを禁止するものである。しかも，連邦最高裁のパーキンス判決（1 (3）（ア）参

照）が認めたような一般管轄としての継続的事業活動の事案は，条約案におい

ても被告の普通裁判籍として正当化することができる（暫定条文案3条3項（c)

「その国に中央統轄地（c印刷la命凶nistration）がある場合J，およびω）「その固に業
務の中心地（p血lcipalplace of business）がある場合J参照）。さらに，ニューヨー

ク州のフラマー判決（1 (3）付）参照）さえも，条約案7条の消費者の常居所他国の

裁判管轄によって根拠づけることが可能なのである。

ところで，暫定条文案18条2項（e）は「［被告の支店，代理店その他の営業所

を通じて行われるか否かを問わず，］当該国における被告の商業その他の活動。

ただし，紛争が当該活動に直接関係する場合を除く。」というものであった。こ

の括弧書きは，「法廷地における支店，代理店その他の営業所の所在は，圏内法

に基づく一般管轄行使の根拠とするべきではないことを明確にするために提案

されたJのであった（1刷。それでは日本における外国の法人等の事務所等を一

般的な国際裁判管轄原因とみる（民訴法4条5項参照）日本の判例の立場は，米

国法上の継続的事業活動と同様，禁止される管轄原因と評価されるか。

ナイ・ポカール報告書は，ニューヨーク州のフラマー対ヒルトン・ホテル事

件を例にして，法廷地における支店の所在を，支店の活動に限定されない一般

管轄の基礎とするのは禁止されるべきだという。しかし，このケースでは，管

轄の根拠とされた州内のリザペーション・サーピスは被告会社の一部門ではな

く，被告との聞に代理店契約も存在しなかった（前述1(3）（イ））。しかも，外国法

人の日本における支店所在地・代表者の住所地を根拠とする管轄は，そもそも
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日本において取引を継続して行う条件として，日本における代表者の登記が求

められている（商法479条）ことを前提としているので，州内で事業を行うこと

を認可されていない外国法人に裁判権を及ぼすための“do泊gbusiness”法理と

は理論的根拠がまったく異なる。

以上のように，日本の判例が認める外国法人の事務所等を基礎とする一般管

轄は，むしろ州内での継続取引を許す条件としての登録等(167）による同意に基

づく管轄｛瑚）と類似しているというべきである。会社についていえば，日本に

おける継続取引を許された外国会社の日本における代表者は，日本の会社と同

様に，会社の営業全部につき一切の裁判上または裁判外の行為をなす権限を有

する（商法479条8項，商法78条参照）。このような外国会社に対する日本の国

際裁判管轄を，日本における営業所の業務に限定することは，上述の日本にお

ける代表者の権限の定めとバランスを欠くものというべきである。以上のよう

に，日本における代表者の住所や支店の所在に基づく管轄は，国際裁判管轄

Jレールとして合理性を有するので（剛，ハ｝グ条約案においても，米国の継続

的事業活動と並んで禁止リストにあげられるような過剰性はないといえる。

おわりに

最後に， 3で検討した日本の選択肢を要約して，ハーグ条約案について日本

がとるべき方針を整理しておきたい。

契約に関する管轄について，米国が条約暫定条文案6条選択肢A第1項の活

動ベースの管轄原因に固執する根拠は弱い。むしろ同条選択肢Bをプラッセル

規則5条1項（ωのように，履行されるべきであった地を含むように修正する方
が，米国法に忠実な立場のように思われる。日本としても，条約暫定条文案6

条選択肢Bを，「契約に基づいて，その物品・サーピスが提供されるべきであっ

た」地を含むように修正するのは妥当な立場といえる。もっとも，ハーグ条約

案において，「物品・サーピスの契約に基づく給付地」では対応できない契約類

型について，従来の契約義務履行地に基づく管轄規定をキャッチ・オール条項

として取り入れるべきかは，日本法から見てなお検討を要する。

不法行為に関する管轄について，米国は，活動ベースの管轄を支持する説得
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的な根拠を示していなし、。むしろ，米国法は，被告が法廷地で損害が発生する

ことを合理的に予見できた場合にのみ，損害発生地の裁判管轄を認めるという，

暫定条文案10条1項（b)（準備草案10条と同じ）に近いと考えられる。日本にとっ

ては，製造物責任の場合を含み，不法行為地に結果発生地を含めるのが通説・

判例であるから，暫定条文案10条l項（ωの立場を推すべきである。
支店の業務関連管轄について，日本の柔軟な判例理論を前提とする限り (170),

この管轄を広げるために，継続的商業活動に基づく管轄を認めることは理論的

に矛盾ではない。

暫定条文案18条1項の過剰管轄禁止の一般条項は，そこに含まれる実質的関

連テストが基準として不明確であり，米国が批判するように，紛争が多発する

おそれがある。日本としても，過剰管轄禁止の一般条項によって緊急管轄や併

合請求管轄が禁止される可能性もあるので，これを削除すべきという立場を取

るべきである。

米国法上の継続的事業活動を基礎とする一般管轄は過剰管轄であるという欧

州連合諸国からの批判は，当を得たものといえる。これに対して，日本法にお

ける外国法人の日本における代表者の住所や支店の所在に基づく一般管轄は日

本における代表者等の登記を前提としており，国際裁判管轄ルールとして合理

性を有する。日本としては，暫定条文案18条2項（e）によって米国の継続的事業

活動の一般管轄をブラック・リスト化することを主張すべきである。

条約案の交渉においては，以上の選択肢を組み合わせて妥協をはかることに

なるが，これは本稿の範囲を超える。しかし，日本の目指すべき一応の方向は，

次のように整理できると考える。①活動ベースの管轄を導入しないことに

よって，契約管轄および不法行為管轄の原型を暖昧にすることなく維持しつつ，

消費者関連管轄によって補正すること，②支店の業務関連管轄は，特別管轄と

しての「継続的商業活動」の概念を認めることによって，柔軟化をはかること，

③過剰管轄禁止の一般条項である「締約国と紛争［又は被告JJとの聞の「実

質的な関連」テストは，削除が望ましいこと，④普通裁判籍としての継続的事

業活動は，禁止される管轄原因としてブラック・リスト化をはかること。
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(1) 野村美明「日米裁判管糖法理の比較枠組みJ阪大法学52巻3・4号647頁以下
(2002年）参照。

侶）裁判管轄の判断が，①関連の存否の判断と②裁判権行使の相当性判断の二つの

段階に区別される点で類似しているが，相違点も多い。特に，ケ）相当性の判断を国

際民事訴訟法の解釈レベJレで行うか（日本），憲法上のデュー・プロセスの問題と

するか（米国），（イ）裁判権行使が相当とされた場合に，裁判所にその行使を控える

権限を与えるかどうか（米国ではフォーラム・ノン・コンヴイニエンスの法理がこ

の機能を果たす。）は，大きな理論的差異といえる。米国法は，①関連の存否の判

断と②裁判権行使の相当性判断に，＠フォーラム・ノン・コンヴィニエンスの裁

量判断を加えた構造を持つ。この点で，最近の日本の最高裁の「特段の事情理論J
は②の段階で用いられるものであり，＠のフォーラム・ノン・コンヴイニエンスの

法理とは異なる。野村前掲注(1)661-662頁参照。

(3) 始関正光「ヘーグ国際私法会議の『国際裁判管轄及ぴ外国判決承認執行に関する

特別委員会』についてJ国際商事法務23巻6号598 頁以下， 600頁（1995年）で

は，米国の①過剰な裁判管轄，②広範なデイスカパリー，＠高額な賠償に対する非

難があったことが報告されている。

(4) 道垣内正人「裁判管轄等に関する条約採択をめぐる現況一一2001年6月の第l回

外交会議の結果（土）（下）Jジュリスト 1211号80 91頁， 1212号87-95頁（2001

年）参照。

（θ 始関前掲注（3),599頁参照。

(6) PreliI凶n釘yDraft Convention on Jurisdiction and Foreign Judgments in Cr吋land 

Commercial Matters, adopted by the Special Commission on 30 October 1999.小JII秀

樹・小堀悟「『民事及び商事に関する裁判管轄権及ぴ外国判決に関する条約準備草

案』をめぐる問題JNBL699号21頁（2000年）， 26頁以下に条約準備草案の英文と

日本語仮訳がある。

（吟 道垣内正人「ハーグ裁判管轄外国判決条約案の修正作業一外交会議の延期と打開

策の模索jジュリスト 1194号72頁（2001年）参照。米国の立場を代弁した国務省

のコパー法律顧問補（国際私法）がハーグ会議事務局長にあてた2000年2月22日

付の書簡を米国法の立場で要約すれば，つぎのようになるだろう。①一般的には，

各国の現在の管轄原因を維持することを認めるグレイエリアを広くして，条約に世

の中の変化に対応できるような柔軟さを残しておくべきである，②個別的には，契

約であろうと，不法行為であろうと，裁判管轄を認めるためには，法廷地における

被告の何らかの活動が認められることが必要である。

(8) 道垣内前掲注（η参照。
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(9) 道垣内前掲注（4), （上） 80-81頁参照。

00) ・＇Summaryof位1eOutcome of the Discussion in Commission II of位1eF国tPart of 

the Diplomatic Conference，，氏p：泊1cch.neUdoc/idgm200ldrafte.doc.解説と翻訳は遭

垣内正人印001年6月の外交会議の結果としての『民事及び商事に関する裁判管轄

権及び外国判決に関する条約案』ーーその解説と翻訳JNBL732号71-47頁（逆に）
(2002年）参照。なお，仏文は武p://hcch.neUdoc/j屯m200ldraft_f.doc参照。

ω その他の対立点は，次の通りである。消費者契約および個別労働契約における管
絡合意と消費者および労働者の常居所地管轄との優劣をどうつけるか，インター

ネットを通じた不法行為および契約に関する管轄をどのように制限すべきか，知的

財産権について，侵害訴訟を登録国の専属管絡にするかどうか，他の条約，とりわ

けヨーロッパ諸国におけるプラッセル条約・ルガーノ条約との適用関係をどのよう

に調整するか。道垣内前掲注（4), （上） 81頁以下参照。

0?) 道垣内前掲注（4),（上） 81頁参照。

03) ハーグ条約案の特徴は，つぎの3つの管轄のカテゴリーからなる構造をとる点で

ある。第lに，承認執行のために必要十分とされる管轄原因（ホワイト・リスト），

第2に，直接管轄の根拠として禁止される管梼原因であって，間接管轄としてはこ

れに基づく判決の承認は承認を拒絶すべきものとされるもの（プラック・リスト，

一般条項的禁止ルールを置く場合には，ブラック・エリアと呼ばれる）および第3

に，直接管轄としては禁止されない（各国法による）が，他国はこれにもとづく外

国判決を承認執行する必要はないという管梼原因（グレー・エリア）である。日・efu凶－

nary Document No 11・Reportof伽 Spec凶 Commission,drawn up by Peter Nygh 

and Fausto Pocar, 26-28 (2000) （武p://hcch.neUdoc/jdgmpdll.doc（英）, ftp://hcch.neU 

doc/jdgmdpl I.doc （仏）），（以下では「ナイ・ポカール報告書Jとして引用する）翻
訳は，道垣内正人・織固有基子（訳） 「民事及び商事に関する国際裁判管持及ぴ外

国判決の効力に関する特別委員会報告書［1］ー［15・完］」国際商事法務29巻2号

164頁以下ー30巻4号520頁以下（2001-2002年），ここでは29巻2号166-167頁

参照。

ω 暫定条文案 18 条 1 項｛めおよびその注01~参照。

05) 暫定条文案6条選択肢A第2案および10条2項参照。

OIO 江泉芳信「ロングアーム・スタチュートJ国際法学会編『国際関係法辞典』（三
省堂， 1995年）参照。

間野村美明「アメリカの州裁判管稽理論の構造と動向J阪大法学49巻3・4号377
頁以下， 378頁（1鈎9年）参照。

08) 連邦民訴規則R叫.e4 k(l)V¥)は，被告が連邦地裁所在州の裁判権に服する場合に関
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する規定である。これに対して，連邦制定法に召喚状の送逮規定等がある場合

(R叫.e4 k(l)倒）や，逮邦法が問題となる請求について，いずれの州の裁判管轄に

も服さない被告に対して召喚状を送達した場合（Rule4 k (2））には，合衆国憲法修

正5条によって連邦の裁判管轄ルールが適用される。野村前掲注（1)，阪大法学52巻

654・655頁参照。

側ニューヨーク州民事手続法及び規則， N.Y.C.P.L.R.§ 302. 

価 アイオワ州裁判所規則， IOWACT. R. 56.2.なお，カリフォリニア州民事手続法典，

CAL. CODE C飢 PRAc.§ 410.10は州憲法の制限にも言及する。

帥イリノイ州制定法集， ILI..CoMP. STAT. § 735 ILCS 5 I 2 -209. 

倒たとえば，テキサス州民事手続及び救済法典T回.CIV. P貼.c.& R凹.CODE § 

17.似3.

帥 4A Wruo町＆M田..ER,FEDE恥 LPRACTICE刷DPRo.GEDU田§ 1069, pp. 22・26(3ded. 

2002）には，州籍相違事件における連邦裁判所による州法の解釈例が多数引用され

ている。

帥 InternationalShoe Co. v.銑ateof W鎚：hington,326 U. S. 310, 316 (1945) (Stone, 

J.). 

伺 インターナショナル・シュー判決によるデユー・プロセス条項に関する判示は，

パーガーキング判決BurgerおngCorporation v. Ru也ewi回，471U. S. 462, 105 S. Ct. 

2174 (1985) (Brennan, J.）およびアサヒ・メタル判決As副 Me回lInd田町Co.,

Ltd. v. Superior Co町tof California, Solano County, 480 U.S. 102, 107 S. Ct. 1026 

(1987) (OcConner, J.）によって，関連と合理性の2段階テストにまとめられた。野

村前掲注仰， 医大法学49巻3・4号405-4佃頁参照。

~ 日本法との類似性については，前掲注（2）参照。

聞 この要素分析は， 1980年のワールドワイド・フォルクスワーゲン判決で示された

後， 1985年のパーガー・キング判決， 1987年のアサヒ・メタル判決に受け継がれ

ていく。野村前掲注側，阪大法学49巻3・4号4侃頁参照。 Burger阻ngCorpora-

tion v. Rudzewicz, 471 U.S. 462, 476, 105 S. Ct. 2174, 2184 (1985) (Brennan, J.). 

側 一般管轄と特別管絡の区別は，パンメーレンおよびトラウトマンの共著による著

名な論文において提唱された。 A泊四T.von Mehren & Donald T. Trau町田，Juris-

diet句協toAdJud,icate : Suggested A・ηalysis, 79 HA即.L.R町.1121, 1135 (1部6）.そ

の後，連邦最高裁もこの区別を採用した。ヘリコプテロス判決HelicopterosNacion-

ales de Colombia, S. A. v. Hall, 466 U. S. 4叩，104S. Ct.18回（1984），野村前掲注m，阪
大法学49巻3・4号385-389頁および408-409頁参照。

側認可の条件が訴状受取代理人の選任であり，これが同意に基づく管轄と解されて
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いることには，後掲注側参照。ニューヨーク事業会社法（NewYork Business Corpo-

ration Law) 304条は，州内で継続的取引を行なう内国法人または外国法人は，設立

または認可の条件として州務長官を訴状受取代理人に指名しなければならないと規

定する。州保険法（InsuranceLaw) 1212条は，保険事業者について，同様に保険

監督者を訴状受取代理人に指名することを義務づけている。一般的には，後述3(4)

付）参照。

側 ニューヨーク州民訴法302条（a）は，イリノイ州民事手続法17条をモデルにしてい

る。 Historicaland Statutory Notes to § 302, McKINNEY'S CoNSOLIDA:咽DLAWS OF NEW 

YORK ANNOTATED, Book 7 Bat 111 (2001）.イリノイ州における一般管轄と特別管轄

の区別について，野村美明「アメリカにおける国際事件の裁判管轄権問題(1）～（4・

完）」阪大法学126号91頁以下（19：回年）， 127号67頁以下（1983年）， 131号55

頁以下（1槌4年）， 132号65頁以下（1984年）のうち， 131号日ー58頁参照。

帥外国法人に対する継続的事業活動に基づく裁判管轄について，アメリカ抵触法第

2リステイトメントおよび47条アメリカ抵触法リステイトメント研究会，「〈邦訳〉

アメリカ抵触法第二リステイトメントJ民商73巻5号ー74巻3号， 74巻2号153-
154 ［川又良也］ (1976年）参照。リステイトメントは， 35条で自然人に対しでも

同旨を認めている。前掲74巻l号152-155頁［川又良也］参照。これに対して，

ニューヨーク州では，自然人に対して継続的事業活動の管申書原因を認めるかどうか

について，州の最上級裁判所（州控訴裁判所）の判例はなく，下級審の判例は分か

れている。 See防.ncentAlexand町 Practice001附附陶仰sto CPLR § 301, in 

Mm倒 NEV'SCONSOLIDA:官DLAws OF NEW YORK ANNOTA:官D,Book 7 B, C301: 10, at 41-42 

(2001). 

倒前掲注倒参照。

働 「被告を対人判決に服せしめるためのデユー・プロセスの要件とは，被告が法廷地

領域内に所在しないとしても，当該訴訟を維持することが『フェア・プレイと実質

的正義の伝統的観念』に反しない程度の，ある最小限の関連（cert血 m泊加m con-

tacts）が被告と法廷地の聞に存在するということだけなのである。J326 U.S. 310, 
316, 66 S. Ct. 158 (1945). 

倒江泉前掲注06)参照。

伺野村前掲注側，阪大法学126号91頁以下，簡単には132号66・67頁参照。

働 Per.拍 lSv. Benguet Consolidated Mining Co., 342 U. S. 437 (1952) (Burton, J.）.野

村前掲注側阪大法学126号100-101頁参照。

開他に， ac位、lities,business, contactsという言葉が用いられることが多い。

倒 HelicopterosNacionales de Colombia, S. A. v. Hall, 466 U. S. 408, 104 S. Ct. 1868 
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(1984）.ヘリコプテロス事件は，ペルーでのヘリコプター墜落事故によって死亡し

た被害者（米国市民）の遺族らが，事故機の運航者で所有者であるコロンピア法人

（ヘリコル社）に対して，テキサス州裁判所において不法行為に基づく損害賠償を

請求したものである。野村前掲注側， 385頁以下参照。

鋤被告ヘリコル社とテキサス州との関連として，①ヒューストンでの契約交渉，②

ヒユ｝ストンの銀行振り出しの小切手，＠ヘリコプターその他の資材の購入および

④人員訓練のための派遣が主張されていた。

側 インターナショナル・シュ一事件では，被告（ミズリーに本店を有するデラウェ

アー会社）は，法廷地であるワシントン州で「組織的かつ継続的Jな活動（締結代
理権のない10余名のセールスマンによる約3年間の見本販売）をしており，訴え

の目的たる義務は右活動から生じたと認定されていた。 326u. s. 310, 320.した
がって，形式的には特別管轄が問題となった事例といえるが，継続的事業活動の認

定を緩やかにすれば，一般管轄が認められた可能性もあるだろう。

帥 ニューヨーク州民訴法302条（a)3 (i) （前掲注冊以下本文参照）と類似したマサ

チューセッツ州ロング・アーム法の不法行為管轄が問題となった事件で，英国被告

が法廷地にあるマサチューセッツ州の会社を勧誘し相当の注文を獲得した事実は州

ロング・アーム法上の継続的勧誘行為（re酔Jarlysolicit(s)business）に該当するが，こ

の関連は充分に継続的で組織的ではないから，合衆国憲法上，一般管轄を基礎づけ

る最小限の関連はないと判断した判決がある。 Noonanv. Winston Co., 135 F. 3 d 85 

(l" Cir. MA. l田8).

幽前掲注伺参照。

帥連邦控訴裁判所のメトロポリタン・ライフ判決は，継続的事業活動に関するもの

ではないが，一般管轄を根拠づける程度の組織的で継続的な活動があり，最小限の

関連の要件を充足していることを認めつつ，一般管轄の場合にも合理性の要件を判

断する必要があるとして，原告または法廷地であるパーモント州にも訴訟をパ｝モ

ント州で行う利益がないから，パーモント州による裁判権行使はフェア・プレイと

実質的正義の観念に反すると判断した。 Metropoli凶 1Life Ins. Co. v. Robertson・

Ceco Corp., 84 F. 3 d 560( 2 d C包Vt.19関）, certiorari denied, 519 U. S. 10侃， 117

S. Ct.田8(1叩6).

帥注帥および帥参照。前掲注伺までの本文でみたように，ニューヨーク州民事手続

法及び規則301条は継続的事業活動を含む伝統的な管轄原因の効力を継続させるも

のであるが， Alexaη出 T前掲注CiOat 10は，インターナショナル・シューで岡明さ

れたデュー・プロセスの基準が2段階テストに進化したことを指摘し，伝統的な管

轄原因に基づく裁判権行使についてもこれがその境界を画するものであるという。
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伺ニューヨーク州の控訴裁判所が， LandoilResources Corp. v. Alexander & Alexan・

der Servs., Inc., 77 N. Y. 2 d 28, 565 N. E. 2 d岨8(1990）において，今までの先例

を整理したものである。

帥羽田av.Susquehanna Coal Co., 220 N. Y. 259, 267, 115 N. E. 915 (1917) (C釘dozo,

J.). 

帥 ナイ・ポカーJレ報告書前掲注側note78 and text at 57，国際商事法務29巻4号

476頁本文および注仰は，コモン・ロー諸国における支店所在地の一般管轄と継続

的事業活動に基づく一般管轄を同視し，フラマ一対ヒルトン・ホテル事件を例に，

このような一般管轄は条約準備草案の考え方と相容れないとして批判している。

帥 FrummerR 団！tonHotels International, Inc., et al., 19 N. Y. 2 d日3;227N. E. 2 

d 851 (1967) (Fuld, J.). 

倒 Bry組 tv.町nnishNa位.onalAir也1e,15 N. Y. 2 d 426 ; 208 N. E. 2 d 439 (1965). 

倒 「ゲシユタルトJ(Ges凶lt）と表現する判例もある。
帥 Alexander前掲注帥C301:1at10参照。

倒 Ibid.,C301: 8 at 36. 

倒 Alex，αηder前掲注帥C302: 1 at 115 -116参照。

倒前掲注Q9)－伺本文参照。

回後述および道垣内前掲注（4), （上）剖－85頁， 89頁参照。

倒前掲注帥およびリステイトメント前掲注側，民商74巻l号152-1臼頁参照。

伺 GeorgeReiner and Co. v. Schwartz, 41 Nヱ2d648, 363 N.E.2d 551 (1977). 
倒 41N. Y. 2 d6日，363N. E. 2 d 5！日．

倒 H釘¥Sonv. Denckla, 357 U.S. 235, 2日，78S. Ct. 1228, 1240 (1958) (Warren, J.）.野

村美明「アメリカにおける州裁判管結権理論の最近の動向ー録高裁判決を中心にし

て一」阪大法学122号25頁以下， 32-33頁（1982年）参照。

側 McGeev. International Life Insurance Company, 355 U. S. 220, 78 S. Ct. 199 (1957) 

(Black,J.). 

$0 355 U. S. 220, 223, 78 S. Ct. 199. 

脚本文中に記した保険契約者保護の政策が関係していたことのほかに，カリフォリ

ニア州判決の承認執行を求められたテキサス州裁判所における間接管轄の判断が問

題となっていた。野村前掲注側阪大法学122号36貰注鋤参照。

倒 Al開 ＇ander前掲注側， C302: 1 at 114 -115. 

帥 Burger阻ngCorporation v. Rudzewicz, 471 U. S. 462, 472 (1985) (Brennan, J.）.野

村前掲注側，阪大法学49巻3・4号389頁以下参照。

個 州籍相違事件における連邦裁判所は，州のロング・アーム法を借用するのが常で
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ある。前掲注側および本文参照。

帥 471U.S. 462, 472, 105 S. Ct. 2174, 2182. 

師 471U.S. 462, 481, 105 S. Ct. 2174, 2186. 

側 Fla.Stat. § 48. 193 (1)侶）．

側 Alexa・ηder前掲注C30,C302: 9 at 145-146. 

側 World-WideVolkswagen Corp. v. Woodson，叫4U. S. 286, 100 S. Ct. 559 (1980) 

(White, J.). 

仰 O阻.A.STAT., tit. 12, § 1701. 03 (a）仏） (1961). 

a'IJ 444 u. s.沼6,297・298,100 S. Ct. 567. 
仰 444u. s.沼6,297, 100 S. Ct. 567. 

(74) 444 u. s. 286, 297・298,100 S. Ct. 567. 
同 「通商の流れjという言葉は，元来，合衆国憲法の州際通商条項に基づいて連邦

政府の規律権を発動するための概念として用いられてきたが，これを州の裁判権の

行使基準に転用したものである。憲法上の概念については，田中英夫編『英米法辞

典』 815頁 (1991年）参照。

伺 Wrua町＆抽LER前掲注伺vol.4, § 1067. 4 at 481-489. 

間 AsahiMetal Industry Co. Ltd. v. Superior Court of California, Solano County, 480 U. 

S. 102, 107 S. Ct. 1026 (1987) (OcConner, J.）.野村前掲注Q7)'393-398頁参照。

伺 2段階テストについては，前掲注側および本文参照。

側パーガー・キング判決，前掲注側本文参照。

側 As副 MetalIndustry Co. Ltd. v. Superior Court of California, Solano County, 480 U. 

S. 102, 111 (1987) (O'Conner, J.). 

O!O 480 U. s. 102, 121, 107 s. Ct. 1026, 1036 -37. 

倒第2段階で考慮すべき要素については，前掲注仰本文参照。

倒 480U.S. 102, 115, 107 S. Ct. 1026, 1034.引用はつぎの判決でのハーラン裁判官の

反対意見からである。 UnitedStates v. First National City Bank, 379 U. S 378, 404, 85 

S. Ct. 528, 542 (1965) (H訂Ian,J., diss朗自lg).

制 480U. S. 102, 114, 107 S. Ct. 1026, 10お．

駒 O乱A.STAT., tit. 12, § 1701. 03但）（4)(1961). 

倒 444U. S. 286, 100 S. Ct. at日8.

制 Alexiαηder前掲注刷， C302:12 at 160参照。

帥 ニューヨーク州民事手続法及び規則302条（a)1，前掲注倒参照。

倒 Alexiαηder前掲注CiO,C302 :12 at 159参照。

側 Alexa・ηder前掲注側， C302:13 at 160参照。
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側 LaMarcav. Pak・MorMfg. Co., 95 N. Y. 2 d 210, 735 N. E. 2 d 883 (2000). 

倒 95N. Y. 2 d 210, 215, 735 N. E. 2 d槌3,887. 

側前掲注~および本文参照。

倒前掲注側および前掲注舗の各本文参照。

伺 95N. Y. 2 d 210, 218, 735 N. E. 2 d邸3，部8-889.

側 Kernan v. Kurz-H鈴他igs,Inc., 175 F. 3 d 236 ( 2 d Cir. N. Y. 1999). 

側 175F. 3 d 236, 239, 242. 

側 175 F. 3 d 236, 244 -245.前掲注帥のメトロポリタン・ライフ判決が，合衆国最高

裁のアサヒ・メタル判決およびパーガー・キング判決を引用した部分に依拠してい

る。各要素については，前掲注綿およぴその本文参照。さらに前掲注聞本文参照。

倒第6条契約

［選択肢A

1 第7条及ぴ第8条の規定に従うことを条件として，］原告は，次の場合には，当

該国の裁判所に契約に関する訴えを提起することができる。ただし，その請求が

その活動に直接関係している契約に基づくもので［あり，かつ，その固と被告と

の全体としての関係カ宮被告をその国での訴訟に服させることを合理的なものとす

るもので］ある場合に限る。

a）当該国において被告が頻繁（frequent)［かっ］［又は］重大な（s国岨cant）活

動をした場合

[b）当該国に向けて被告が頻繁［かっ］［又は］重大な活動をした場合］

剛［選択肢B

原告は，次の国の裁判所に契約に関する訴えを提起することができる。

a ）物の引渡しに関する事項については，当該物が全部又は一部引き渡された国

b）サーピスの提供に関する事項については，当該サーピスが全部又は一部提供さ

れた国

c）物の引渡し及びサーピスの提供の双方に関連する事項については，主要な義務

の履行の全部又は一部がされた国］

000前掲注側および本文参照。

。時前掲注冊以下本文参照。

側 Alexaπder前掲注制C302:7 atl沼－140参照。

剛プラッセJレ規則第5条は次のように定める。

構成国の領域内に住所を有する者は，次に定める場合においては，他の構成国の

裁判所に訴えられる。

1. （司契約事件においては，請求の基礎となっている義務が履行された地又は履
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行されるべき地の裁判所。

（ω 本規定の適用においては，別段の合意がない限り，請求の基礎となっている義
務の履行地とは，以下の地をいう。

一物の売買については，契約に基づいて，その物が引き渡されたか，引き渡さ

れるべきであった構成国の地

ーサーピスの提供については，契約に基づいて，そのサーピスが提供されたか，

提供されるべきであった構成国の地

(C) 第（a）号は，第（b）号が適用されない場合に，適用される。［以下略］

胸中西康 IプリユツセルI条約の規則化とその問題点J『国際私法年報第3号.I147 
頁以下， l日頁（2002年）参照。規則化されるまでのプラッセル条約の注釈につい

ては，中西康「民事及ぴ商事事件における裁判管轄及び裁判の執行に関するプ

リュッセル条約 (1-2・完）J民商法雑誌122巻3号426頁以下， 4・ 5号712頁以

下（2000年）参照。

側暫定条文案7条は次のように定める。

［第7条消費者による契約

1 この条は，個人的，家族的又は家事的な目的のために主として行為する自然人

（消費者）と取引又は専門的な目的のために行為する相手方との聞の契約に適用

する。［ただし，当該相手方が，消費者が主として個人的，家族的又は家事的な目

的のために契約を締結しようとしていたことを知らず，また，知るべき理由もな

いこと，及び，仮にそのことを知っていたならば契約関係に入らなかったであろ

うことを証明した場合には，この限りではない。］

2 ［第5項から第7項まで］の規定に従うことを条件として，消費者が常居所を有

する国において又はその国に向けて相手方がした契約の促進又は交渉を含む活動

から生じた契約に請求が関連している場合には，消費者は，その国の裁判所に［訴

訟］［契約に関する訴え］を提起することができる。［ただし，［当該相手方が次

のことを証明した場合］［次の場合］管轄に服することになるのを避けている企

業（電子取引をする企業を含む。）は，この限りではない。

a ）消費者が他の国において契約締結に必要な手段をとった［こと］［場合］［かつ，

b）消費者が当該他の国に所在する聞に物又はサーピスが消費者に提供された［こ

と］［場合］］］

[3 前項の適用において，相手方がある固に常居所を有する消費者と契約を締結

することを遊ける合理的な手段をとったことを証明した場合には，活動は，その

国に向けてしたものとしてはならない。］

4 ［第5項から第7項まで］の規定に従うことを条件として，契約の相手方の消費
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者に対する訴えは，この条約上，消費者の常居所地図の裁判所にのみ提起するこ

とができる。

5以下略

胸中西前掲註側，『国際私法年報』 155頁は，消費者の国における事業者たる被告に

よる活動へ焦点を当てる方法は，「さらに一歩進めれば，アメリカ的な doingbusi-

nessの考えにもつながるといえようかJと指摘している。
。的第10条不法行為

1 原告は，次のいずれかの国の裁判所に不法行為に基づく訴えを提起することが

できる。

a ）損害の原因となった被告の行為（不作為を含む。以下この条において同じ。）

がされた固b）損害が発生した因。ただし，責任を問われている者が，その行為

によってその国で同様の性質の損害が発生することを合理的に予見できなかった

ことを証明した場合は，この限りでない。

[2 原告は，頻繁又は重大な活動をした国又は頻繁又は重大な活動を向けてした

対象国の裁判所に不法行為に関する訴えを提起することができる。ただし，その

請求がその活動から直接生じ，その固と被告との全体としての関係が被告をその

国での訴訟に服させることを合理的なものとするものである場合に限る。］

[3 前二項の規定は，被告がその固で活動すること又はその国に向けて活動する

ことを避ける合理的な手段をとっていた場合には適用しない。］

[4 以下省略。

側以上の記述は，道垣内前掲注（4},（上） 89頁による。

。10継続的に事業を行うこと（regularlydo加gbusiness）とは，伝統的な一般管轄の基

礎である継続的事業活動（doingb田.iness）よりも少なくてよいが，ニューヨーク州

民訴法302条例lの単発的な事業活動（transac也沼田ybusiness）より以上の活動

が必要であるとされる。前掲注鋤および偶の各本文参照。

制I)McGowan v. Smith, 52 N. Y. 2 d 268, 419 N. E. 2 d 321 at 324 (1981）.つぎの先

例にしたがっている。 F組 .tisFoods, Inc. v. Stan也.rdImpo出ngCo., 49 N. Y. 2d 317, 

402 N. E. 2 d 122 (19.加）．

。I~ 条文は前掲注側参照。

a1~ パーガー・キング判決，野村前掲注仰，阪大法学49巻 391-393 頁， 406-407 頁

参照。 471U.S. 462, 476, 105 S. Ct. 2174, 2184.デュー・プロセス判断のための2段

階テストにおいて，第1段階の最小限の関連の存在は原告側に，第2段階の合理性・

フェアネス違反については被告側に，それぞれ証明責任を分配する考え方およびこ

れを支持する下級審判例について， Wruo町＆地..LER前掲注側vol.4, § 1067. 6 at 
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日8-5日参照。

OI-0 ナイ・ポカール報告書前掲注03)，国際商事法務478-479頁参照。

(II~ ハーグ条約暫定条文案9条は，次のとおりである。

第9条支店［及び継続的商業活動］

1 原告は，被告の支店，代理店その他の営業所が所在する国［又は被告がその他

の方法で継続的な商業活動（regularcommercial activity）を行っている国］の裁

判所に訴えを提起することができる。ただし，訴えが当該支店，代理店その他の

営業所の活動［又は当該継続的な商業活動］に直接関連している場合に限る。

[ 2 前項の適用上，法人は，その法人が被告の子会社であるとの一事をもって「支

店，代理店その他の営業所Jとはきれない。］
。1$ 道垣内前掲注側翻訳日頁注側参照。
。mナイ・ポカール報告書前掲注側，国際商事法務29巻475頁参照。
(II＠前掲，国際商事法務998頁参照。

。1$w悶G町＆M田.ER，前掲注帥vol.4 A, § 1069.3 at 161. 
側道垣内前掲注（4), （下）ジュリスト 1212号89頁による。

(121) 前掲注伺本文参照。

022) 前掲注側および本文，前掲注脚本文など参照。

(123) 355 U. S. 220, 223, 78 S. Ct. 199. 

(I幼前掲注帥参照。

(I~ 前掲注脚本文参照。

(12$ Shaffer v. Heitner, 433 U.S. 186, 97 S. Ct. 2569 (1977）.野村前掲注側，阪大法学

122号37頁以下参照。

(121) Rush v. Savchuk, 444 U. S. 320, 100 S. Ct. 571 (1980）.野村前掲注側，阪大法学122

号51頁以下参照。

(12@ ラッシュ判決は，シェイファー判決を引用して本文のように判示した。制4U.S. 

320, 332, 1008. Ct. 571, 579. Shaffer v. Heitner, 433 U.S. 186, 204, 97 S. Ct. 2569, 2579. 

(I紛人的権利と物的権利の区別について，ナイ・ポカール報告書前掲注側，国際商事

法務29巻619頁参照。

(130) 100 S .Ct. 571, 577. 

(131) ナイ・ポカール報告書前掲注03），国際商事法務29巻619頁参照。

側グレー・エリアの意味については，前掲注帥参照。

(I幼前掲注師本文参照。

(I幼 Keetonv. Hustler M昭姐ne,Inc., 465 U. S. 770, 1悦 S.Ct. 1473 (19;剖）．この事件

については，坂本正光『アメリカ法における人的管轄権の展開』（九大出版会， 1990
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年）邸頁以下，小山 昇「原告の法廷地選択と国際裁判管轄権j法と政治45巻1

号55頁以下， 62頁以下（1994年），出口耕自「アメリカ抵触法における名誉鍛損」

上智法学論集42巻1号69頁， 91頁以下（1伺8年）参照。

o~ 465 u. s. 110, 115, 104 s. et. 1473, 1478. 
側 465u. s. 770, 775同778,104 S. Ct. 1473, 1479 -1478. 
om野村前掲注側医大法学122号62頁，野村前掲注側，阪大法学126号 129頁参照。
側前掲注岡本文参照。

側ナイ・ポカール報告書前掲注側，国際商事法務29巻998頁。

側暫定条文案18条注011），道垣内前掲注00),NBL732号59頁参照。なお，道垣内前

掲注（4), （下）ジュリスト 1212号卯頁注倒参照。

041) ナイ・ポカール報告書前掲注側，国際商事法務29巻998頁および前掲注師参照。

細民事及ぴ商事事件における裁判管籍及び判決の承認執行に関する2000年12月22

日の欧州共同体理事会規則， CouncilRegulation (EC) No 44/2001 of 22 December 

2000 on jurisdiction and the recognition and enforcement of judgments in ci'叫阻d

commercial matters, OJ 2001, Ll2/l，のことで， 1968年9月27日にプラッセルで署

名された民事及ぴ商事に関する裁判管翰権及ぴ判決の執行に関する条約（プラッセ

ル条約）を規則化したものである。日本語訳は，中西康「民事及ぴ商事事件におけ

る裁判管轄及ぴ裁判の執行に関する2000年12月22日の理事会規則（EC)44 / 

2001 （プリュッセJレI規則）〔訳〕j国際商事法務2002年3号311-318頁， 4号465

-470頁（2002年）参照。

o~ 規則 2 条参照。

帥規則60条1項2項参照。

附前掲注岡本文参照。

。舗前掲注側以下本文参照。

側条約暫定条文案6条選択肢A第l項，前掲注側参照。

側池原季雄「国際的裁判管轄権J『新・実務民事訴訟法講座7巻』3頁以下， 27頁(1982

年）参照。

側渡遺憧之・長田真里「義務履行地の管轄権J高桑昭・道垣内正人編『国際民事
訴訟法（財産法関係）』（青林書院，新・裁判実務体系） 74頁以下， 78頁（2002年）

参照。

。湖東京地判平成5年4月23日判時1489号134頁（株券引渡し等請求事件）（却下）。

株券寄託契約の準拠法は法例7条2項により米国法となるから，義務履行地を債権

者の住所地と定める民法484条の適用はなく，民事訴訟法5条［現行同条l号］の

定める裁判籍は日本にはないという。この判決はいわば民法484条を適用しないた
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めの「逃げJを打っているのであって，積極的に義務履行地管轄について判断した
先例とはいえないと考える。また，神戸地判平成5年9月22日民集52巻3号895

頁（執行判決請求事件）（認容）は，香港高等法院がした訴訟費用負担命令の承認

執行を肯定した最判平成10年4月28日の第l審判決であり，保証契約の準拠法を

日本法とする黙示の合意が認められないとしても，当該契約は法例7条2項の行為

地たる日本国の法律がその準拠法になると解すべきであり，保証債務の履行に基づ

く求償請求権の義務履行地は，わが国民法必4条後段によれば，求償請求権の債権

者である原告らの住所地の香港であるとして，民訴法118条l号の間接管轄を認め

たものである。

051)東京地判平成10年11月2日判例タイムズ1003号292頁（損害賠償請求事件）

（却下）。

側渡遁・長田前掲注側， 79頁参照。

o~ 新堂幸司・鈴木正裕・竹下守夫編『注釈民事訴訟法(1)裁判所・当事者(1）』前注

［国際裁判管轄権］ 86頁以下［道垣内正人］ （有斐簡， 1991年），佐野寛「不法行

為地の管轄権J高桑・道垣内前掲注側， 91頁以下， 95頁参照。
剛マレーシア航空機事件判決，最判昭和56年10月16日民集35巻7号1224頁（損

害賠償請求事件）参照。

同池原前掲注側， 23頁および道垣内前掲注側， 111頁参照。

岡松岡博『国際取ヲ！と国際私法』 1頁以下， 23頁（晃洋書房， 1993年）参照。

Oab 木棚照一・松岡博・渡辺僅之『国際私法概論［第3版補訂版］』 250～ 251頁（渡

辺憧之）（有斐閣， 2001年）。

側前掲250-251頁および渡遺健之「国際裁判管轄」 66頁以下， 67頁同『民事訴訟

法の争点［新版］』（有斐閣， 19,路年）参照。

側前掲注側参照。

側最判平成8年6月24日民集50巻7号1451頁参照。

060野村前掲注(1),660頁以下参照。もっとも，この判決を「緊急管轄Jを認めたも
のだという解釈も成り立つ。野村美明「日本法人がドイツに居住する日本人に対し

て契約上の金銭債務の履行を求める訴訟につき日本の国際裁判管轄が否定された事

例」私法判例リマ｝クス 18号l伺9上160頁以下参照。

側筆者は，最高裁の特段の事情理論には，管轄の安定性を損なうものとして批判的

である。野村前掲注060,160頁以下参照。

側最判平成8年6月24日民集団巻7号1451頁を緊急管絡を認めたものとする解釈

について，野村前掲注側， 1回貰以下および道垣内正人「渉外判例研究」ジユリス

ト1120号132頁以下134頁参照（1997年）。
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0紛渡遁僅之「判例に見る共同訴訟の国際裁判管轄J『大阪大学法学部創立50周年記
念論文集』 8頁以下（2002年），襖回嘉章「主観的併合による管斡権J高桑・遭垣
内前掲注側， 127頁以下参照。

畑道垣内前掲注（札ジュリスト 1194号79頁およびその注側，帥参照。

剛暫定条文案18条注011)，道垣内前掲注00),NBL732号59頁参照。

061) ニューヨーク事業会社法304条およぴ阿保険法1212条，前掲注側参照。

0的ニューヨーク州では，州内で継続的事業活動を行うための認許（license）を得る

ための条件として州務長官を訴状受取代理人に任命することは，付lの対人管轄に同

意することだと解されている。 Alexαπder前掲注倒atC30 1 : 6, 20 -21.なお，同

意（consent）はニューヨーク州民訴法301条によって，伝統的な判例法上の管轄の

基礎として認められている。

側野村美明「法人その他の社団・財団の管轄権」高桑・道垣内前掲注側， 59頁以下，

特に66頁および同「事務所・営業所の管轄権J同69頁以下参照。
。70前掲注側参照。
後注本稿作成にあたっては，平成14-17年度科学研究費補助金・基盤研究ω「市民
生活基盤の法および行政に関する日米欧聞の比較検証」（研究代表者大阪大学平田健

治教授）の補助を受けた。


